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第１章 基本的事項（案） 

次期運営方針（案） 現行の運営方針 変更理由等 

１ 策定の目的 

(1) 背景 

我が国は、誰もが安心して医療を受けられるよう、全ての国民が何ら

かの公的な医療保険に加入する「国民皆保険」を実現しています。 

なかでも、国民健康保険（以下「国保」という。）は、「相扶共済（※）」

の精神のもと、これまで医療保険制度の基盤として、また、国民皆保険

の最後の拠り所として重要な役割を担ってきました。 

しかし、少子高齢化、就業構造の変化など社会経済状況が大きく変化

する中、国保は、「小規模保険者が多数存在し、財政が不安定となりやす

い」、「高齢者、非正規雇用労働者など所得の低い被保険者が大きな割合

を占めている」、「年齢構成が高く、医療費水準が高い」など様々な構造

的な課題を抱えています。 

また、被保険者側からみれば、保険給付は全国共通であるものの、保

険料（税）は市町村ごとに大きく異なり、不公平感があるとされていま

した。 

このような課題を改善し、国保制度を安定的に運営するため、『持続可

能な医療保険制度を構築するための国民健康保険法等の一部を改正する

法律（平成 27 年法律第 31 号）』が施行され、国保への財政支援の拡充

（毎年 3,400 億円の公費投入）を行うことにより財政基盤を強化すると

ともに、平成 30 年度から都道府県も保険者として、安定的な財政運営や

効率的な事業運営などにおいて、中心的な役割を担うことになりました。 

※ 相扶共済…保険事故により生ずる個人の経済的損害を加入者相互に

おいて分担すること。  

 

１ 目的 

(1) 背景 

我が国は、誰もが安心して医療を受けられるよう、全ての国民が何ら

かの公的な医療保険に加入する「国民皆保険」を実現しています。 

なかでも、国民健康保険（以下「国保」という。）は、「相扶共済（※）」

の精神のもと、これまで医療保険制度の基盤として、また、国民皆保険

の最後の拠り所として重要な役割を担ってきました。 

しかし、少子高齢化、就業構造の変化など社会経済状況が大きく変化

する中、国保は、「小規模保険者が多数存在している」、「高齢者、非正規

雇用労働者など所得の低い被保険者が大きな割合を占めている」、「年齢

構成が高く、医療費水準が高い」など様々な構造的な課題を抱えていま

す。 

そのため、今後も高齢化の進展等に伴い医療費の伸びが見込まれる中、

国保の財政運営が大変厳しさを増していくことを踏まえ、持続可能な国

保制度を堅持するため、財政支援の拡充（毎年 3,400 億円の公費投入）

による財政基盤の強化及び都道府県が新たに保険者に加わり広域化する

ことで、財政運営上の多様なリスクを分散し安定化を図るという、制度

創設以来最大の国民健康保険法（昭和 33 年法律第 192 号、以下「国保

法」という。」）の改正が平成 27 年 5 月に行われました。 

この新制度は、小規模な保険者の多い国保の安定化を図り、全ての保

険者において国保のサービスを確保し、国民皆保険を守って行こうとす

るものです。 

※ 相扶共済…保険事故により生ずる個人の経済的損害を加入者相互に

おいて分担すること。  
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次期運営方針（案） 現行の運営方針 変更理由等 

 

(2) 策定の目的 

平成 30 年度以降の国保制度において、県は財政運営の責任主体とし

て中心的な役割を担う一方で、市町村は、地域住民と身近な関係の中、

資格管理、保険給付、保険料（税）の賦課・徴収、保健事業等の地域に

おけるきめ細かな事業を引き続き担い、県と市町村が一体となって、国

保事業を運営しています。 

この「福島県国民健康保険運営方針（以下「本運営方針」という。）」

は、県と市町村が共通認識の下、安定的な財政運営及び市町村事務の広

域化や効率化を推進できるよう、国保運営にかかる統一的な方針を定め

るものです。 

 

 

２ 策定の根拠 

この運営方針は、国民健康保険法（昭和 33 年法律第 192 号、以下「国

保法」という。）第 82 条の 2 に基づき、県が策定します。 

 

３ 策定年月日 

令和６年●月●●日 

 

４ 対象期間 

令和６年４月１から令和 12 年３月 31 日までの 6 年間とし、中間年と

なる令和８年度に検証を行い、必要に応じて見直しを行うこととします。 

 

 

 

 

(2) 策定の目的 

平成 30 年度より県が財政運営の責任主体となり、市町村は、引き続き

資格管理、保険給付、保険料（税）の賦課・収納及び保健事業等の地域

におけるきめ細かな事業を担うという役割分担により、国保事業を実施

します。 

そのため、県は、市町村と共通認識の下で、国保事業を実施するとと

もに、市町村が担う事業の効率化や広域化を促進できるよう、共通の指

針となる福島県国民健康保険運営方針（以下「運営方針」という。）を策

定するものです。 

市町村は、運営方針を踏まえ、国保事業の実施に努めます。 

 

 

２ 根拠 

この運営方針は、国保法第 82 条の 2 の規定に基づき策定します。 

 

 

３ 策定年月日 

平成 29 年 11 月 13 日 

 

４ 対象期間 

第三期福島県医療費適正化計画（以下「医療費適正化計画」という。）

の計画期間に合わせて、平成 30 年度から平成 35 年度までの 6 年間と

し、平成 33 年度からの後半の 3 年間に向けて、平成 32 年度に見直しま

す。 
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次期運営方針（案） 現行の運営方針 変更理由等 

 

５ 検証・評価 

県全体の国保事業を円滑に運営するためには、県と市町村の役割分担

の下、本運営方針に掲げた各実施項目を着実に推進する必要があります。 

さらには、年々被保険者数が減少する中にあって、安定的な財政運営

や市町村事務の効率的・広域的な取組への検討も求められています。 

そこで、本運営方針に基づき、県と市町村が実施した事業については、

毎年度福島県市町村国保運営安定化等連携会議（以下「連携会議」とい

う。）で検証を行い、課題・論点等の整理を行った上で、福島県国民健康

保険運営協議会（以下「運営協議会」という。）において評価を受け、次

年度以降の取組に反映させるＰＤＣＡサイクルを確立します。 

その際、取組内容の見直しが必要な場合は、対象期間内であっても修

正を行うこととします。 

一方、国保事業は、県と市町村が連携して実施する共同事業ではあり

ますが、県は財政運営の責任主体として中心的な役割を担うことから、

国保法第４条第２項に基づき、市町村に指導・助言を行います。その結

果については、ＰＤＣＡサイクルを循環させ、継続的な改善に向けて取

組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ ＰＤＣＡサイクルの実施に関する取組（検証と取組内容の見直し） 

県全体の国保事業が円滑に運営されるためには、県と市町村のそれぞ

れの役割分担の下、運営方針に掲げた各実施項目への連携した着実な取

組が必要です。 

さらには、年々被保険者数が減少する中にあって、安定的な財政運営

や市町村事務の効率的・広域的な取組への検討も求められています。 

そこで、本運営方針に基づき、県と市町村が行った成果については、

毎年度福島県市町村国保広域化等連携会議（以下「連携会議」という。）

で自己評価を行い、課題・論点等の整理を行った上で、福島県国民健康

保険運営協議会（以下「運営協議会」という。）において評価を受け、次

年度以降の取組に反映させるＰＤＣＡサイクルを確立します。 

その際、取組内容の見直しが必要な場合は、対象期間内であっても行

うこととします。 

一方、この国保改革は、県と市町村とが連携したいわゆる共同事業で

はありますが、県は県内の国保事業の中心的な役割を果たすこととされ

ているため、国保法第 4 条第 2 項の規定に基づき、市町村に指導・助言

を行います。その分析結果については、ＰＤＣＡサイクルを循環させ継

続的な改善に向けて取組みます。 
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次期運営方針（案） 現行の運営方針 変更理由等 

 

 
図 1-1 ＰＤＣＡサイクルのイメージ 

 

 

６ （削除）  

 

図 1-1 ＰＤＣＡサイクルのイメージ  

 

 

 

６ 福島県市町村国保広域化等支援方針の取組の継承 

平成 22 年 12 月に策定し、これまで 2 回にわたって改定してきた福島

県市町村国保広域化等支援方針（以下「支援方針」という。）では、目標

収納率を設定し収納率向上に向けた対策や保険財政共同安定化事業を通

じ被保険者の保険料（税）の平準化など広域化に向けた取組を進めてき

ましたが、その取組の成果はこの運営方針に引き継ぐこととし、取組の

さらなる拡充を行っていきます。 
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第２章 国民健康保険の医療に要する費用及び財政の見通し（案） 

次期運営方針（案） 現行の運営方針 変更理由等 

趣旨：中長期的に安定的な国保財政を運営していくためには、これまでの

医療費の動向を把握し、将来の国保財政の見通しを示すとともに、そ

の要因の分析を行うことが重要です。国保の安定的な財政運営につい

て、県が中心的な役割を担うことから、国保事業の財政収支の基礎と

なる医療費や将来の国保財政の見通しについて定めます。  

 

第 1 節 医療費の動向と将来の見通し 

１ 市町村国保の概況 

本県の市町村国保の保険者数は、59 保険者です。そのうち、令和３年

度末の被保険者数 3,000 人未満のいわゆる小規模保険者数は、半数を超

える 35 保険者となっています。 

なお、全国 1,716 保険者のうち、小規模保険者数は 568 保険者で、全

体の３分の 1 程度となっています。 

また、全国の市町村国保同様、被保険者の多くが低所得者あるいは高

齢者であるため、保険料（税）の負担が重いことや被用者保険と比較し

て一人当たりの医療費水準が高い傾向にあるなど構造的な問題を抱えて

います。 

 

 表 2-1 被保険者数規模別保険者数の推移 

 

趣旨：新制度においては、県が国保の安定的な財政運営について中心的な

役割を担うため、本章では、国保事業の財政収支の基礎となる医療費

や将来の国保財政の見通しについて定めるものです。  

 

 

 

第 1 節 医療費の動向と将来の見通し 

１ 市町村国保の概況 

本県の市町村国保の保険者数は、59 保険者です。そのうち、平成 27

年度末の被保険者数 3,000 人未満のいわゆる小規模保険者数は、半数を

超える 31 保険者となっています。 

なお、全国の小規模保険者は、全保険者数の 4 分の 1 程度となってい

ます。 

また、全国の市町村国保同様、被保険者の多くが低所得者あるいは高

齢者であるため、保険料（税）の負担が重いことや被用者保険と比較し

て一人当たりの医療費水準が高い傾向にあるなど構造的な問題を抱えて

います。 

 

 表 2-1 被保険者数規模別保険者数の推移 
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次期運営方針（案） 現行の運営方針 変更理由等 

（出典:厚生労働省「国民健康保険事業年報・集計表」） 

 

 

２ 被用者保険との比較 

市町村国保は、世帯数・被保険者数とも減少傾向にあります。 

一方、被用者保険のうち全国健康保険協会福島支部（以下、「協会けん

ぽ」という。）は、事業所数は増加しているものの、加入者数は令和元年

度以降減少傾向にあり、健康保険組合連合会福島連合会（以下、「健保組

合」という。）の加入者数も減少傾向を示しています。 

 

表 2-2 市町村国保と被用者保険との比較 

 
（出典：福島県「国民健康保険事業状況報告書」、「福島県現住人口調査年報」、 

協会けんぽ「事業年報」） 

備考 １．各年度の下段は、対前年比（％）。 

２．健保組合の数値は、県の照会に対する回答による。 

３．協会けんぽ及び健保組合の「加入者数」は被扶養者を含む。 

４．福島県人口は、翌年４月１日時点のもの。 

 

（出典:厚生労働省「国民健康保険事業年報・集計表」） 

   ※全国の保険者数は 1,716（平成 27 年度） 

 

２ 被用者保険との比較 

市町村国保は、平成 24 年度以降世帯数、被保険者数とも減少傾向にあ

ります。一方、被用者保険のうち協会けんぽは、事業所数、被保険者数

とも増加傾向となっており、健保組合の被保険者数は減少傾向を示して

います。 

 

 

表 2-2 市町村国保と被用者保険との比較 

 

備考 １．下段は、対前年比（％） 

２．市町村国保は、福島県「国民健康保険事業状況報告書」 

３．「協会けんぽ」は、協会けんぽ「事業年報」 

４．「健康保険組合」は、健康保険組合福島連合会資料 

５．協会けんぽ及び健保組合の「被保険者数」は被扶養者を含む。 

６．福島県人口は、翌年４月１日のもの。 

  （福島県統計課 福島県現住人口調査年報） 
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次期運営方針（案） 現行の運営方針 変更理由等 

 

3 被保険者等の状況 

(1) 被保険者数等 

ア 令和３年度末における市町村国保の世帯数は、251,237 世帯（対前

年度 ▲2,590 世帯、▲1.02 ポイント）、被保険者数は 389,267 人（対

前年度▲9,003 人、▲2.26 ポイント）であり、世帯数及び被保険者数

とも減少傾向にあります。 

イ 市町村国保被保険者の資格異動状況は、異動増加（加入）・異動減少

（離脱）ともに社会保険の離脱・加入によるものが最も多くなってい

ます。 

ウ 令和３年度末における、市町村国保被保険者（389,267 人）の県内

人口（1,796,497 人）に占める割合は 21.67%であり、年々減少傾向に

あります。 

 
図 2-3 年度別被保険者数及び世帯数 

（出典：福島県「国民健康保険事業状況報告書」） 

 

 

 

3 被保険者等の状況 

(1) 被保険者数等 

ア 本県の平成 27 年度末における市町村国保の世帯数は、290,543 世帯

（対前年度 ▲5,720 世帯、▲1.93%）、被保険者数は 490,045 人（対前

年度▲20,872 人、▲4.09%）であり、平成 23 年度以降、世帯数及び被

保険者数とも減少傾向となっています。 

イ 市町村国保被保険者の資格異動状況は、異動増加（加入）・異動減少

（離脱）ともに社会保険の離脱・加入によるものが最も多くなってい

ます。 

ウ 平成 27 年度における、市町村国保被保険者の県内人口に占める割

合は 25.75%であり、年々減少傾向にあります。 

 

 

図 2-3 年度別被保険者数及び世帯数 

（出典：福島県「国民健康保険事業状況報告書」） 

 

 

 

時点修正等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第２章 国民健康保険の医療に要する費用及び財政の見通し 

8 

 

次期運営方針（案） 現行の運営方針 変更理由等 

(2) 被保険者の年齢構成 

令和３年度における被保険者の年齢構成は、「65 歳～74 歳」の割合が

50.6%と半数を占めています。「0 歳から 64 歳」までの各年齢区分の割

合が減少している一方、「65 歳～74 歳」の割合は全国平均（45.5%）と

比較しても 5.1 ポイント高くなっており、その割合は年々増加していま

す。 

なお、令和３年度における被保険者の平均年齢は、56.69 歳（全国 54.41

歳）となっています。（※厚生労働省「国民健康保険実態調査（保険者票）」

年齢階級別より、中央値を用いた推計値。） 

 

図 2-4 年齢別被保険者数の推移 

（出典：厚生労働省「国民健康保険実態調査(年齢階級別)」） 

 

(3) 被保険者（世帯主）の職業 

本県の令和３年度の職業別構成割合は、「農林水産業」や「その他の自

営業」のいわゆる自営業主は 16.3%ですが、「無職者（年金生活者、失業

者等）」と「被用者」の合計は 73.2%と、全体の約３/４を占めています。 

(2) 被保険者の年齢構成 

平成 27 年度における被保険者の年齢構成は、「65 歳～74 歳」の割合

が 40.3%（全国 40.5%）を占めています。全国と比較すると 0.2%低いで

すが、「0 歳から 64 歳」までの各年齢区分の割合が減少している一方、

「65 歳～74 歳」の割合は大きく増加しています。 

なお、平成 27 年度における被保険者の平均年齢は、53.45 歳（全国

52.34 歳）となっています。（※厚生労働省「国民健康保険実態調査（保

険者票）」年齢階級別より、中央値を用いた推計値。） 

 

 

図 2-4 年齢別被保険者数の推移（単位：％） 

（出典：厚生労働省「国民健康保険実態調査(年齢階級別)」） 

 

(3) 被保険者（世帯主）の職業 

本県の平成 27 年度の職業別構成割合は、「農林水産業」や「その他の

自営業」のいわゆる自営業主は 16.1%ですが、「無職者（年金生活者、失

業者等）」と「被用者」の合計は 65.7%と、全体の 2/3 を占めています。 

時点修正等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

時点修正等 
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次期運営方針（案） 現行の運営方針 変更理由等 

 

 

図 2-5 職業別構成割合 

          （出典：福島県「国民健康保険課調査」） 

 

4  医療費（療養諸費）の動向及び要因分析 

(1) 医療費（療養諸費）の推移 

ア 令和３年度の医療費（療養諸費）は、1,516 億 5,159 万円で年々減少傾

向にあります。 

なお、新型コロナウイルス感染症蔓えんによる受診控えにより大幅に

減少した令和２年度に対し、2.27％増加しました。 

イ 令和３年度の被保険者一人当たりの医療費（療養諸費）は、382,019 円

（対前年度比 15,299 円増、4.17％増）となっています。 

なお、全国の一人当たりの医療費（療養諸費）も増加傾向にあり、令

和３年度は 394,730 円（対前年比 23,850 円増、6.43％増）となってお

り、本県を 12,711 円（3.32 ポイント）上回っています。 

ウ 平成 23 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災、さらには東京電力福島

 

 

図 2-5 平成 27 年度 職業別構成割合（単位：％） 

          （出典：福島県国民健康保険課調査） 

 

4  医療費（療養諸費）の動向及び要因分析 

(1) 医療費（療養諸費）の推移 

ア 平成 27 年度の医療費（療養諸費）は、1,720 億 478 万円で対前年度

0.49%増加しました。 

   24 年度までは増加していましたが、平成 25 年度からは減少に転じ、

その後は、ほぼ横ばいとなっています。 

イ 平成 27 年度の被保険者一人当たりの医療費（療養諸費）は、341,459

円（対前年度比 13,311 円増、4.06％増）となっています。 

なお、平成 27 年度の全国の一人当たりの医療費（療養諸費）も増加傾

向にあり、349,697 円（対前年比 16,236 円増、4.87％増）となっており、

本県より 8,238 円（2.41%）上回っています。 

ウ 平成 23 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災、さらには東京電力福島

 

年度推移が

分かるグラ

フに変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

時点修正等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第２章 国民健康保険の医療に要する費用及び財政の見通し 

10 

 

次期運営方針（案） 現行の運営方針 変更理由等 

第一原子力発電所事故（以下「原子力災害」という。）により、令和５年

6 月において約 2.7 万人の県民が避難を余儀なくされており、避難生活

の長期化の影響等により、被災市町村の一人当たりの医療費水準は全国

を上回っています。 

 

 

図 2-6 療養諸費費用額と一人当たりの医療費の推移 

（出典：福島県「国民健康保険事業実施状況報告書」、  

厚生労働省「国民健康保険事業年報・集計表」） 

 備考 一人当たりの医療費は、療養諸費（療養の給付等+療養費等）を各

年間平均の被保険者数で除した額。 

 

 

 

 

 

 

第一原子力発電所事故（以下「原子力災害」という。）により、平成 29

年 9 月において約 5.5 万人の県民が避難を余儀なくされており、避難生

活の長期化の影響により、避難指示区域等を抱える市町村の一人当たり

の医療費水準は全国を上回っています。 

 

 

図 2-6 療養諸費費用額の推移（単位：千円） 

（出典：福島県「国民健康保険事業実施状況報告書」） 

 

図 2-7 一人当たりの医療費（療養諸費費用額）（単位：円） 

      （出典：福島県「国民健康保険事業実施状況報告書」） 

 

 

 

 

 

 

図 2-6 と図

2-7 を統合

したグラフ

に変更 
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次期運営方針（案） 現行の運営方針 変更理由等 

 

 

 

 

(2) 年齢階層別医療費 

令和３年度の全階層の一人当たり医療費は、371,837 円で全国平均

380,300 円を 8,463 円（▲2.23％）下回っており、全国 36 位となってい

ます。 

年齢階層別では「0～4 歳」、「5～9 歳」及び「55～59 歳」以降の階層

で全国平均を下回っており、また、「10～14 歳」以降では、年齢が上が

るにつれて医療費が増加する傾向にあります。 

本県では、医療費が高いとされる高齢の年齢階層の医療費が全国平均

以下にあることから、全体としても全国平均を下回っているものと考え

られます。 

 

図 2-7 一人当たり医療費の都道府県比較（令和３年度） 

 (出典：厚生労働省「医療費の地域差分析」)  

 （出典:厚生労働省「国民健康保険事業年報・集計表」） 

 備考 一人当たりの医療費は、療養諸費（療養の給付等+療養費等）を各

年間平均の被保険者数で除した額。 

 

(2) 5 歳ごとの年齢階層別医療費 

平成 27 年度の全階層の一人当たり医療費は、337,469 円で全国平均

343,485 円を 6,016 円（▲1.75％）下回っており、全国 35 位となってい

ます。 

年齢階層別では「0～4 歳」、「60～64 歳」、「65～69 歳」及び「70～74

歳」で全国平均を下回っており、「15～19 歳」以降では、年齢が上がる

につれて医療費が増加しています。 

本県では、いわゆる医療費が高いと言われる高齢の年齢階層の医療費

が全国平均を下回っていることから、全体としても全国平均を下回って

いるものと考えられます。 

表 2-8 年齢階層別一人当たり医療費計        （単位：円） 

             

    (出典：厚生労働省「平成 27 年度医療費の地域差分析」) 
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次期運営方針（案） 現行の運営方針 変更理由等 

 

図 2-8 年齢階層別の被保険者数と一人当たり医療費計（令和３年度） 

    (出典：厚生労働省「医療費の地域差分析」) 

 備考 一人当たりの医療費は、療養費等を含まない医療費（入院医療費

（入院時食事・生活療養に係る医療費を含む）＋入院外医療費（調

剤医療費を含む）＋歯科医療費）を各年度末現在の被保険者数で除

した額。 

 

5  国民健康保険財政の将来の見通し 

本運営方針に関連する福島県医療計画、医療費適正化計画等との有機

的な連携を図る必要があることから、各計画の対象期間である令和 11 年

までの国保の財政運営の見通しを推計することとします。 

 

 

 

  

備考 一人当たりの医療費は、療養費等を含まない医療費（入院医療費

（入院時食事・生活療養に係る医療費を含む）＋入院外医療費（調

剤医療費を含む）＋歯科医療費）を各年度末現在の被保険者数で除

した額。 

 

図 2-9 一人当たり医療費（都道府県比較）【平成 27 年度】（単位：円） 

 (出典：厚生労働省「平成 27 年度医療費の地域差分析」)  

 

5  国民健康保険財政の将来の見通し 

団塊の世代が全て 75 歳以上の後期高齢者となり、医療・介護の需要が

増大すると予想されている 2025 年（令和 7 年）を見据え、各地域の医

療需要等への提供体制を定めた「福島県地域医療構想」が平成 28 年 12

月に策定されました。本運営方針においても、保健医療サービス及び福

祉サービスに関する施策との有機的な連携を図る必要があることから、

2025 年（令和 7 年）までの国保の財政運営の見通しを推計することとし
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次期運営方針（案） 現行の運営方針 変更理由等 

 

 

(1) 市町村国保収支状況 

令和４年度における市町村国保事業の決算状況は、歳入総額が 1,924

億 8,860 万円（対前年度▲1.54%）、歳出総額が 1,863 億 1,153 万円（対

前年度▲1.63%）、収支差引額は 61 億 7,707 万円（対前年度＋1.34%）、

単年度収支差引額は、▲10 億 106 万円（対前年度▲57.04%）となって

います。 

表 2-9 市町村国保収支状況 

 

（出典：福島県「国民健康保険事業状況報告書」） 

ます。 

 

(1) 市町村国保収支状況 

平成 27 年度市町村国保事業の決算状況は、歳入総額が 2,691 億 7,523

万円（対前年度＋12.19%）、歳出総額が 2,548 億 4,116 万円（対前年度

＋13.51%）、収支差引額は 143 億 3,406 万円（対前年度▲7.02%）、単年

度収支差引額は、3,400 万円（対前年度▲97.39%）となっています。 

 

表 2-10 市町村国保収支状況 

 

（出典：福島県「国民健康保険事業状況報告書」） 
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次期運営方針（案） 現行の運営方針 変更理由等 

 

(2) 将来の見通し 

ア 被保険者数の推計方法 

本運営方針の中間見直し時期である令和 8 年度及び保険料（税）水準

の統一年度としている令和 11 年度の被保険者数は、令和 5 年度の国保

事業費納付金算定時に推計した被保険者数を基に推計します。 

例えば、令和 5 年度における１歳の被保険者数は、令和 8 年度におけ

る 4 歳の被保険者数、令和 11 年度おける 7 歳の被保険者数として取扱

います。 

０歳の被保険者数については、15～49 歳女性の被保険者数を 2 倍した

数値に男女の出生率の平均を乗じて算出しています。出生率については、

令和５年度の推計値を基に算出します。 

   

 

 

 

 

イ 医療費の推計方法 

各年齢区分（未就学児、一般、70 歳以上一般、70 歳以上現役並み）の

令和元年度から令和 5 年度までの医療費と被保険者数により、各年度の

一人当たり医療費及び単年度伸び率の平均を算出します。 

算出した平均伸び率を令和 5 年度算定時の各年齢区分の一人当たり医

療費に乗じて、令和 8 年度及び令和 11 年度の一人当たり医療費を算出

します。 

算出した一人当たり医療費に推計した被保険者数を乗じて令和 8 年度

及び令和 11 年度の医療費総額を算出します。 

 

(2) 将来の見通し 

ア 被保険者数の推計方法 

団塊の世代が後期高齢者となる令和 7 年度の被保険者数を次の算出方

法により推計します。 

Ａ×（Ｂ／Ｃ） 

 Ａ：「日本の地域別将来推計人口」（国立社会保障・人口問題研究所）に

おける福島県の令和 7 年度の 5 歳階級別人口 

    ※平成 27 年度の推計値と実績値との差に応じて調整します。 

 Ｂ：平成 28 年度「国民健康保険実態調査報告」における福島県の 5 歳階

級別の国民健康保険の被保険者数（平成 28 年 9 月末現在） 

 Ｃ：福島県の 5 歳階級別人口（平成 28 年 10 月 1 日現在） 

    ※被保険者数の平成 29 年度推計値と平成 29 年 8 月末現在実績値

との差に応じて調整します。 

令和 2 年度の被保険者数は、上記算出方法に 5 歳階級別人口の推移状

況を加味して推計します。 

   

イ 医療費の推計方法 

平成 24 年度から平成 27 年度までの医療費を 5 歳階級別にわけ、それ

ぞれの一人当たり医療費の平均伸び率を算出します。 

平成 28 年度の一人当たり医療費に上記平均伸び率を乗じて、令和 2 年

度及び令和 7 年度の一人当たり医療費の推計値を算出します。 

一人あたり医療費の推計値に上記アの被保険者の推計値を乗じて算出

した医療費総額（推計値）に、医療費適正化計画による効果推計値を加

味し、令和 2 年度及び令和 7 年度の医療費総額の推計値を算出します。 

 

 

 

次期運営方

針の期間に

あわせて推

計 
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次期運営方針（案） 現行の運営方針 変更理由等 

※ 令和 2 年度の医療費の実績は、新型コロナウイルス感染症による

受診控え等の影響を受けているため使用せず、国保事業費納付金

算定時の推計値を使用します。 

 

ウ 推計結果 

令和 8 年度における、医療費は 1,312 億円（対令和４年度比 87.0%）、

被保険者数 30.5 万人（対令和４年度比 79.4%）、一人当たり医療費

439,156 円（対令和４年度比 111.8%）と見込まれます。 

令和 11 年度における、医療費は 1,109 億円（対令和４年度比 73.5%）、

被保険者数 24.9 万人（対令和４年度比 64.8%）、一人当たり医療費

470,893 円（対令和４年度比 119.9%）と見込まれます。 

 

表 2-10 被保険者数、医療費及び一人当たり医療費の推計 

 

 

 

エ 財政運営の見通し 

今後も被保険者数の減少により医療費総額は減少していく一方、一人

当たりの医療費は増加することが見込まれることから、被保険者の保険

料（税）の増額を抑え、安定的な財政運営を行うためにも、医療費の適

正化をより一層進めていく必要があります。 

 

 

 

 

ウ 推計結果 

令和 2 年度における、医療費は 1,625 億円（対平成 28 年度比 99%）、

被保険者数44.0万人（対平成 28年度比92%）、一人当たり医療費 369,082

円（対平成 28 年度比 107%）と見込まれます。 

令和 7 年度における、医療費は 1,599 億円（対平成 28 年度比 97%）、

被保険者数41.4万人（対平成 28年度比87%）、一人当たり医療費 386,337

円（対平成 28 年度比 112%）と見込まれます。 

 

表 2-11 被保険者数、医療費及び一人当たり医療費の推計 

  平成 28 年度 令和 2 年度 令和 7 年度 

医療費 1,646 億円 1,625 億円 1,599 億円 

  対平成 28 年度比   -   99%   97% 

被保険者数 47.8 万人 44.0 万人 41.4 万人 

  対平成 28 年度比   -   92%   87% 

一人当たり医療費 344,255 円 369,082 円 386,337 円 

  対平成 28 年度比   -   107%   112% 

 

エ 財政運営の見通し 

平成 30 年度以降は、県が財政運営の責任主体を担い、財政支援の拡充

や財政安定化基金の設置により、国保の財政運営の安定化が見込まれま

す。 

しかしながら、被保険者数の減少により医療費総額は減少していく一

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第２章 国民健康保険の医療に要する費用及び財政の見通し 

16 

 

次期運営方針（案） 現行の運営方針 変更理由等 

 

 

 

 

第２節 財政収支の改善に係る基本的な考え方 

１ 市町村国保の財政運営の基本的な考え方 

国保は、一会計年度単位で行う短期保険です。国保財政を安定的に運

営していくためには、原則として、必要な支出を保険料や国庫負担金な

どで賄うことにより、国保特別会計において収支が均衡していることが

重要です。 

公費による財政支援の拡充や国保事業費納付金（以下「納付金」とい

う。）制度、国民健康保険給付費等交付金（以下「交付金」という。）制

度が導入されたことに伴い、決算補填等を目的とした法定外の一般会計

繰入の必要性は大幅に減少しており、今後も決算補填等を目的とした法

定外の一般会計繰入が行われないよう安定的な運営に努めます。 

 

２ 県の国保財政の運営に係る基本的な考え方 

市町村国保と同様に、県は特別会計を設けて財政運営を行います。原

則として、必要な支出を納付金や国庫負担金などで賄うことにより、収

支が均衡していることが重要です。 

また、同時に、県内の市町村における事業運営が健全に行われること

も重要であるため、県の特別会計において、必要以上に黒字幅や繰越金

を確保することのないよう、また、一方で各年の保険料水準が過度に上

下することがないよう納付金を適正に算定する必要があります。保険給

付費の急激な増加などが生じた際には、県に設置された財政安定化基金

を活用し、安定的な財政運営を目指します。 

方、一人当たりの医療費は伸びることが見込まれることから、被保険者

の国保税の上昇を抑えるためにも、医療費の適正化をより一層進めてい

く必要があります。 

 

第２節 財政収支の改善に係る基本的な考え方 

１ 市町村国保の財政運営の基本的な考え方 

国保は、特別会計を設置し運営されていますが、一会計年度単位で行

う短期保険であることから、国保税と国庫負担金等の特定の収入をもっ

て、収支が均衡できるよう運営していくことが重要です。 

新制度移行後は、公費による財政支援の拡充や国保事業費納付金（以

下「納付金」という。）の制度、国民健康保険給付費等交付金（以下「交

付金」という。）の制度の導入により、決算補填等を目的とした法定外の

一般会計繰入の必要性は大幅に減少するものと考えられることから、決

算補填等を目的とした法定外の一般会計繰入などについては、段階的に

解消・削減する必要があります。 

 

２ 県の国保財政の運営に係る基本的な考え方 

市町村国保と同様に、県は一般会計とは区別し特別会計を設けて財政

運営をしていきます。原則として、市町村の保険給付費を賄う交付金（普

通交付金）等は、市町村から納付される納付金や国及び県公費等によっ

て、収支が均衡できるよう運営していくことが重要です。 

そこで、納付金については適正に算定することはもとより、保険給付

費の急激な増加などが生じた際には、県に設置された財政安定化基金を

活用し、安定的な財政運営を目指します。 

決算剰余金等の留保財源の活用方法については、医療費水準の変動や

前期高齢者交付金の精算等への備えを含め、市町村と協議します。 

 

 

 

 

 

(国)次期運

営方針策定

要領を踏ま

え修正 

 

 

 

 

 

 

 

(国)次期運

営方針策定

要領を踏ま

え修正 

これまでに

決定した方

針を追記 
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次期運営方針（案） 現行の運営方針 変更理由等 

決算剰余金が生じた場合は、原則として県基金に積み立てます。しか

しながら、決算剰余金の大部分が被保険者の保険料（税）であり、受益

者負担の観点から被保険者に還元する必要があることから、次の剰余金

活用の基本的な考え方に基づき、市町村と協議し、決定します。 

・財政運営の状況を踏まえる。 

・県内全被保険者に平等に還元する。 

・できるだけ短期間での活用に努める。 

・年度間で納付金が大きく変動しないように調整を行う（年度間の平

準化を図る）。 

 

 

第３節 赤字の解消・削減の取組、目標年次等 

１ 赤字市町村の現状 

令和４年度の実質単年度収支差引額（単年度収支差引額 － 一般会計

繰入のうち決算補填目的に繰り入れた額）が赤字の市町村は 38 市町村

（全体の 64.4%）で、赤字額は 10 億 106 万円となっています。 

なお、令和４年度決算において、一般会計繰入金のうち、決算補填目

的で繰り入れをした市町村はなく、現在、赤字解消・消滅計画を策定し

ている市町村はありません。 

表 2-11 赤字市町村数及び実質単年度収支差引額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３節 赤字の解消・削減の取組、目標年次等 

１ 赤字市町村の現状 

平成 27 年度の実質単年度収支差引額（単年度収支差引額 － 一般会

計繰入のうち決算補填目的に繰り入れた額）が赤字の市町村は 35 市町

村（全体の 59%）で、赤字額は 4 億 4,868 万円であり、厳しい財政状況

となっています。 

 

 

表 2-12 赤字市町村数及び実質単年度収支差引額 

 赤字市町村数 実質単年度収支差引額 

H25 年度 38 市町村 ▲1,419,694,370 円 

H26 年度 33 市町村 ▲197,627,312 円 

H27 年度 35 市町村 ▲448,683,236 円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

時点修正等 
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次期運営方針（案） 現行の運営方針 変更理由等 

 

２ 赤字の定義 

市町村国保が解消・削減すべき赤字額については、「決算補填等目的の

法定外一般会計繰入額」及び「繰上充用金の増加額」であることを基本

とします。 

  決算補填等目的の法定外一般会計繰入は次のとおりとします。 

a は財政安定化基金を活用することで赤字が発生しなくなるため、計

画的に解消・削減すべき赤字は、b 及び c を基本とします。 

a 決算補填目的のもの 

  ・保険料（税）の収納不足のため 

    ・医療費の増加 

b  保険者の政策によるもの 

・保険料（税）の負担緩和を図るため 

・任意給付に充てるため 

c  過年度の赤字によるもの 

・累積赤字補填のため 

・公債費、借入金利息 

 

 

３ 赤字解消・削減計画 

赤字市町村においては、赤字に至った要因分析（医療費水準、国保税

設定、国保税収納率等）を行うとともに、県と協議を行った上で、赤字

の解消・削減に向けた基本方針、実効的・具体的な取組内容、赤字解消

の目標年度等を定めた計画を策定します。 

市町村は計画策定後、自らの取組みについて、毎年度、評価・分析し

ます。県は赤字市町村の財政状況を注視するとともに、計画の進捗状況

 

2 赤字の定義 

市町村国保が解消・削減すべき赤字額については、「決算補填等目的の

法定外一般会計繰入額」及び「繰上充用金の増加額」であることを基本

とします。 

 決算補填等目的の法定外一般会計繰入は次のとおりとします。 

a は財政安定化基金を活用することで赤字が発生しなくなるため、計

画的に解消・削減すべき赤字は、b 及び c を基本とします。 

a 決算補填目的のもの 

  ・保険料（税）の収納不足のため 

    ・医療費の増加 

b  保険者の政策によるもの 

・保険料（税）の負担緩和を図るため 

【前期納付金・後期支援金・介護納付金分含む】 

・任意給付に充てるため 

c  過年度の赤字によるもの 

・累積赤字補填のため 

・公債費、借入金利息 

 

３ 赤字解消・削減計画 

赤字市町村においては、赤字についての要因分析（医療費水準、国保

税設定、国保税収納率等）を行うとともに、必要な対策について整理し、

赤字解消・削減の取組や目標年次について県と協議を行った上で赤字解

消・削減計画を策定します。 

計画策定後の毎年度の取組については、市町村自らが評価し県が検証

することとし、県は計画の進捗状況に応じて取組みの見通し等の助言、
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次期運営方針（案） 現行の運営方針 変更理由等 

に応じて取組みの見通し等の助言、指導を行います。 

計画期間は、保険料（税）が短期間で著しく増加しないよう配慮し、

単年度での赤字解消が困難な場合は、５年度以内を基本とした計画を策

定し、計画的、段階的な赤字の解消・削減に取り組むこととします。 

さらに、県は、法定外繰入等を行っていない市町村の財政状況等も注

視し、新たな法定外繰入等が生じないよう、市町村担当者会議等、あら

ゆる機会を活用し、定期的に助言等を行います。 

 

 

 

第４節 財政安定化基金 

国保法第 81 条の 2 に基づき、国保財政の安定化を図るため、保険給

付増や国保税収納不足等により財源不足となった場合に備え、決算補填

等を目的とした法定外の一般会計繰入を行う必要がないよう、県は財政

安定化基金を設置しています。 

また、令和４年度より、都道府県の財政調整機能の更なる強化の観点

から、財政安定化基金に新たに年度間の財政調整機能が追加されました。

それにより、県はあらかじめ市町村と協議の上、各会計年度で生じた決

算剰余金を財政調整事業分として財政安定化基金へ積み立てることが可

能となりました。今後は、医療費水準の変動や前期高齢者交付金の精算

等に備え、県は、財政調整事業分として積み立てた額の範囲内で財政安

定化基金を取り崩し、県国保特別会計に繰り入れ、複数年での保険料の

平準化等に資する財政調整を行うなど、国保の安定的な財政運営に取り

組みます。なお、財政調整事業分に係る会計は、他の財政安定化基金に

係る会計と区分経理する必要があります。 

これらを踏まえ、法令に基づき、次のように基金を活用します。 

指導を行います。 

計画期間は、国保税が短期間で著しく増加しないよう配慮し、単年度

での赤字解消が困難な市町村は、6 年以内を基本とした計画を策定し、

計画的、段階的な赤字の解消・削減に取り組むこととします。 

（参考）計画的に解消・削減すべき赤字の定義による財政状況（H27 決算

を基にした試算値） 

 赤字市町村数 赤字額 

H27 年度 8 市町村 175,789,407 円 

 

 

第４節 財政安定化基金 

国保法第 81 条の 2 に基づき、国保財政の安定化を図るため、保険給

付増や国保税収納不足等により財源不足となった場合に備え、決算補填

等を目的とした法定外の一般会計繰入を行う必要がないよう、県は財政

安定化基金を設置しています。 

法令に基づき、次のように基金を活用します。 
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次期運営方針（案） 現行の運営方針 変更理由等 

 

１ 市町村への貸付 

収納率の低下、被保険者数及び総所得額の減少などにより、市町村に

財源不足が生じる場合、市町村の申請に基づき、県が貸付を決定します。

無利子貸付とし、償還は、貸付年度の翌々年度から原則 3 年間で償還し

ます。 

 

２ 市町村への交付 

多数の被保険者の生活に影響を与える災害の場合など「特別な事情」

により市町村に財源不足が生じる場合に、法令で定めるところにより、

収納不足額の 2 分の 1 以内の額を交付します。交付額の補填は、交付年

度の翌々年度に、国、県及び市町村がそれぞれ 3 分の 1 ずつを補填しま

す。市町村分については、当該交付を受けた市町村が補填することを基

本とします。 

 

３ 県による基金取崩及び県の国保特別会計への繰入（県への貸付） 

保険給付費の増大等により財政収支に不均衡が生じる場合、県は基金

を取崩し、県の国保特別会計に繰り入れます。県は取崩した年度の翌々

年度から原則 3 年間で、取崩した金額と同額を、全市町村から納付金と

して徴収し、基金に繰り入れます。 

 

（４ 削除） 

 

 

 

 

 

1 市町村への貸付 

収納率の低下、被保険者数及び総所得額の減少などにより、市町村に

財源不足が生じる場合、市町村の申請に基づき、県が貸付を決定します。

無利子貸付とし、償還は、貸付年度の翌々年度から原則 3 年間で償還し

ます。 

 

2 市町村への交付 

多数の被保険者の生活に影響を与える災害の場合など「特別な事情」

により市町村に財源不足が生じる場合に、法令で定めるところにより、

収納不足額の 2 分の 1 以内の額を交付します。交付額の補填は、交付年

度の翌々年度に、国、県及び市町村がそれぞれ 3 分の 1 ずつを補填しま

す。市町村分については、当該交付を受けた市町村が補填することを基

本とします。 

 

3 県による基金取崩及び県の国保特別会計への繰入（県への貸付） 

保険給付費の増大等により財政収支に不均衡が生じる場合、県は基金

を取崩し、県の国保特別会計に繰り入れます。県は取崩した年度の翌々

年度から原則 3 年間で、取崩した金額と同額を、全市町村から納付金と

して徴収し、基金に繰り入れます。 

 

4  特例事業への活用（国保法附則第 25 条） 

平成 30 年度から令和 5 年度までの間、激変緩和措置など国保事業の

健全な運営の確保のための資金の交付に充てることができます。 
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次期運営方針（案） 現行の運営方針 変更理由等 

４ 財政調整事業 

  医療費水準の変動や前期高齢者交付金の変動に備え、国民健康保険の

安定的な財政運営の確保を図るために必要があると認められる場合に、

県は市町村と協議の上、決算剰余金について財政調整事業分として積み

立てた額の範囲内で基金を取り崩し、県の国保特別会計に繰り入れます。 

 

 

（新規追加）  

 

特例事業は

終了したの

で削除 

 

 

財政調整事

業について

追記 
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第３章 市町村における保険料（税）の標準的な算定方法及びその水準の平準化（案） 

次期運営方針（案） 現行の運営方針 変更理由等 

趣旨：県は、標準的な保険料（税）算定方法や標準的な収納率を定め、市

町村標準保険料（税）率を算定することにより、標準的な住民負担の

「見える化」を図ります。あわせて、全国一律の算定方法により県の

標準保険料（税）率を示すことで、他の都道府県との比較が可能とな

ります。算定した標準保険料（税）率は、国保法第 82 条の 3 第 4 項

に基づき速やかに公表します。 

   また、受益と負担の公平性を図る観点から、県内市町村の保険料（税）

水準の差を解消するため、保険料（税）水準の統一に向けた取組を進

めます。 

 

第１節 保険料（税）水準の統一 

１ 統一に向けた基本的な考え方 

被保険者数の減少に伴い、保険者規模が縮小する中、県が管内市町村

の国保事業や財政を一体的に管理することで安定的な運営を持続させる

必要があります。保険料（税）水準の統一を進めることで、市町村ごと

の医療費水準を保険料（税）に反映させないこととなり、特に小規模保

険者において、高額な医療費が発生した場合の年度間の保険料（税）の

変動を抑えることができます。 

また、保険給付については、県内の全市町村、全被保険者で支え合う

仕組みとなっており、県内のどこに住んでいても、同じ保険給付を、同

じ保険料（税）負担で受けられることが望ましいため、同じ所得水準・

同じ世帯構成であれば同じ保険料負担となるよう、保険料（税）水準の

統一を進めていく必要があります。 

さらに、受益と負担の公平性の観点から、同一の保険料（税）を支払

趣旨：新制度では、県が、標準的な保険料（税）の算定方法や標準的な収

納率を定め、それらに基づき算定された市町村標準保険料（税）率を

示すことで、標準的な住民負担の「見える化」を図り、全国一律の算

定方法により県の標準保険料（税）率を示すことで、都道府県間の住

民負担の「見える化」を図ります。 

   また、標準保険料（税）率は、国保法第 82 条の 3 第 4 項により速

やかに公表します。 

 

 

（第５節より移動） 

第５節 保険料水準の統一 

1  基本的な考え方 

  現在、市町村間においては、医療費水準や保険料水準に格差があり、

保険料の算定方式等にも差異が見られます。 

  このような状況において、平成 30 年度から保険料水準の統一を実

施するには課題が多く、保険料負担の急変を招くため、医療サービス

の均質化や医療費適正化への取組を推進し、負担能力に応じた負担を

考慮していく必要があります。 

保険料（税）率のあり方については、県内どこに居住しても同じ所

得であれば同じ保険料とすべきという市町村との共通認識の下、将来

的には県統一保険料率を目指します。 

 

2 実現に向けた方向性 

(1) 算定方式 

(国)次期運

営方針策定

要領を踏ま

え修正 

 

 

 

 

 

第５節より

移動 

(国)次期運

営方針策定

要領を踏ま

え修正 
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次期運営方針（案） 現行の運営方針 変更理由等 

うのであれば、同程度の被保険者サービスを提供することも必要である

と考えます。 

 

２ 統一の定義に関する事項 

県内どこに居住しても同じ世帯構成で同じ所得であれば、同じ保険料

（税）となる完全統一を目指します。 

 

３ 統一の目標年度 

令和 11 年度とします。 

 

４ 統一に向けたスケジュール 

令和６年度から令和 10 年度までを移行期間とし、激変緩和措置を講

じつつ、統一に向けた取組みを進めます。 

 

５ 移行期間の取組 

(1) 納付金算定における調整 

納付金を算定する際は、以下の調整を段階的に実施します。 

① 医療費指数反映係数α＝０に向けた調整 

② 経費や公費の県単位化に向けた調整 

③ 保険料（税）収納率による調整 

(2) 保険料（税）の算定方式等 

算定方式は、３方式（所得割、均等割、平等割）とします。 

また、保険料（税）水準の統一にあたり、保険料（税）が激変するこ

とがないよう、必要に応じて保険料（税）率の改定を行います。 

(3) その他の検討事項 

  次の項目について、統一に向けた検討が必要なことから、市町村と協

3 方式とします。4 方式を採用している市町村は、引き続き 3 方式

への移行を計画し、県全体としては、令和５年度までに全市町村が 3

方式となることを目指します。 

(2) 次の事項の状況を見つつ、保険料水準の統一に向けた取組を推進し

ていきます。 

ア 被災市町村の復興状況 

イ 保険料負担の激変緩和措置の状況 

ウ 医療計画の進捗状況 

エ 医療費適正化計画の進捗状況 

オ 市町村事務の標準化の状況 

カ 保険料収納率の状況 

 

3 取組期間と移行期間及び統一予定時期 

運営方針の対象期間である令和 5年度までを保険料（税）水準の統

一に向けた医療費格差の縮小や市町村事務の標準化、保険料収納率向

上等の取組期間とし、令和 6年度に納付金算定における所得係数と標

準保険料算定における所得係数を同値とすること（所得係数 β 値の

統一）を目標とします。 

令和 6 年度から令和 10 年度までを県統一保険料率に向かう移行期

間とし、納付金算定において、①医療費等の状況の反映に係る調整（医

療費指数反映係数α=0に向けた調整）、②経費や公費の県単位化に向

けた調整、③保険料収納率による調整を段階的に実施します。 

  県統一保険料率の統一予定時期は令和 11年度とします。 
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次期運営方針（案） 現行の運営方針 変更理由等 

議の上、方針を決定します。 

   ・市町村財政調整基金の在り方 

・２号繰入金の交付基準の見直し（インセンティブ公費の検討） 

・地方単独事業（条例減免や子どもの均等割保険料等） 

・県財政安定化基金の償還方法 

・保険料（税）の納付方法 

・保険料（税）の納付回数、納付月 

・滞納処分方針 

・保健事業（予防・健康づくり、医療費適正化に関する取組） 

・特定健診、特定保健指導の実施方法 

・市町村事務の標準化、広域化 など 

 

６ 例外的な取扱い 

統一時の激変緩和等のために一定期間、例外的な取扱いを認めるとと

もに、該当市町村がわずかである直営診療施設運営費など、統一の対象

とするとかえって公平性が確保できなくなるものについては、統一の例

外（対象外）とします。 

例外として取り扱う期間や項目については、今後、各市町村と協議の

上、方針を決定します。 

 

 

第２節 保険料（税）の算定方式の現状 

１ 各市町村の保険料（税）算定方式 

58市町村が 3方式（所得割、均等割、平等割）、１市町村が 4 方式（所

得割、資産割、均等割、平等割）により算定しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１節 保険料（税）の算定方式の現状 

1 各市町村の保険料（税）算定方式 

算定方式は、2方式（所得割、均等（人数）割）、3 方式（所得割、均

等割、平等（世帯）割）、4 方式（所得割、資産割、均等割、平等割）が

あり、本県の状況は表 3-1 のとおりです。 
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次期運営方針（案） 現行の運営方針 変更理由等 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 応能割と応益割の賦課割合 

保険料には、応能割（被保険者の負担能力に応じて賦課される割合）

と応益割（被保険者及び世帯に一律に賦課される金額）があり、本県の

賦課割合は応能割の方が高い傾向にあります。 

 

３ 所得割・資産割・均等割・平等割の賦課割合 

応能割には所得割及び資産割、応益割には均等割及び平等割があり、

現在は各市町村の状況に応じた賦課割合となっています。 

 

 

 

 

 

４ 賦課限度額 

  賦課限度額については、現在県内すべての市町村が政令第 29 条の 7

において規定する金額（令和５年４月現在…医療分：65 万円、後期高齢

者支援金分：22万円、介護納付金分：17万円）で設定しています。 

 

表 3-1平成 28 年度 県内市町村の算定方式 

  

保険者数 

4 方式 3 方式 2 方式 

医療分 36  23  0  

後期分 35  23  1  

介護分 35  23  1  

（出典：福島県「国民健康保険事業状況報告書」） 

 

2 応能割と応益割の賦課割合 

保険料には、応能割（被保険者の負担能力に応じて賦課される割合）

と応益割（被保険者及び世帯に一律に賦課される金額）があり、本県の

賦課割合は応能割の方が高い傾向にあります。 

 

3 所得割・資産割・均等割・平等割の賦課割合 

応能割には所得割及び資産割、応益割には均等割及び平等割があり、

国保法施行令（以下「政令」という。）第 29 条の 7 で規定された割合（※）

を基本としつつ、各市町村の状況に応じた賦課割合となっています。 

※ 2 方式にあっては所得割：均等割＝50：50、3方式にあっては所得割：

均等割：平等割＝50：35：15、4 方式にあっては所得割：資産割：均

等割：平等割＝40：10：35：15 

 

4 賦課限度額 

  賦課限度額については、現在県内すべての市町村が国保法施行令 29条

の 7において規定する金額（医療分：54万円、後期高齢者支援金分：19

万円、介護納付金分：16万円）で設定しています。 
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次期運営方針（案） 現行の運営方針 変更理由等 

第３節 納付金の基本的な考え方、算定方法 

１ 基本的な考え方 

  納付金の算定は、県全体の医療費推計をもとに、納付金必要総額を算

出し、各市町村の所得、被保険者数・世帯数及び医療費実績によって市

町村ごとに按分した上で、県が決定します。 

  詳細な算定方法については、厚生労働省保険局国民健康保険課が示す

「国民健康保険における納付金及び標準保険料率の算定方法について」

（以下「ガイドライン」という。）に基づいて算定し、改定された場合に

は、それに則して対応します。 

 

 

 

 

2 算定方法 

(1) 算定方式 

標準保険料率の算定を 3 方式で行うため（第４節 1 の(1)参照）、納付

金についても 3 方式で計算します。 

(2) 医療費指数反映係数α 

医療費指数反映係数 α は、年齢調整後の医療費指数を各市町村の納

付金にどの程度反映させるかを調整する係数です。 

  αは、0 から 1 までの範囲内の値とし、1 に近づくほど医療費指数を

反映した納付金の按分になり、0 に近づくほど医療費指数を反映しない

（被保険者数・世帯数と所得のみで按分）按分になります。 

  一般的に、αを 0 に近づけるほど医療費指数が低い市町村の負担が大

きくなり、医療費指数の高い市町村の納付金を負担することになります。 

 そのため、市町村の医療費指数をすべて直接的に反映した「α＝1」を

第２節 納付金の基本的な考え方、算定方法 

１ 基本的な考え方 

  納付金制度は、平成 30年度から県が国保財政の責任主体となるため、

新たに設けられた制度であり、市町村が被保険者から保険料（税）を収

納して県に納付するものです。 

納付金の算定は、県全体の医療費推計をもとに、納付金必要総額を算

出し、各市町村の所得、被保険者数・世帯数及び医療費実績によって市

町村ごとに按分した上で、県が決定します。 

  詳細な算定方法については、厚生労働省保険局国民健康保険課が示す

「国民健康保険における納付金及び標準保険料率の算定方法について」

（以下「ガイドライン」という。）に基づいて算定し、改定された場合に

は、それに則して対応します。 

 

2 算定方法 

(1) 算定方式 

標準保険料率の算定を 3 方式で行うため（第３節 1 の(1)参照）、納付

金についても考え方の統一のため 3 方式で計算します。 

(2) 医療費指数反映係数α 

医療費指数反映係数 α は、年齢調整後の医療費指数を各市町村の納

付金にどの程度反映させるかを調整する係数です。 

  αは、0 から 1 までの範囲内の値とし、1 に近づくほど医療費指数を

反映した納付金の按分になり、0 に近づくほど医療費指数を反映しない

（被保険者数・世帯数と所得のみで按分）按分になります。 

  一般的に、αを 0 に近づけるほど医療費指数が低い市町村の負担が大

きくなり、医療費指数の高い市町村の納付金を負担することになります。 

 そのため、市町村の医療費指数をすべて直接的に反映した「α＝1」を

新制度に移

行済みのた

め削除 

その他文言

の修正 
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次期運営方針（案） 現行の運営方針 変更理由等 

基本としますが、次の事項に配慮しつつ、市町村と協議をしながら設定

していきます。 

ア 市町村間医療費格差 

 イ 医療費適正化の取組 

  ウ 保険料負担の激変 

  エ 保険料水準の統一（α＝0） 

※ 年齢調整後の医療費指数は、市町村の医療費水準を表す指数で、「当

該市町村の 5歳階級別の 1人あたり医療費が全国平均であった場合

の 1人あたり医療費」と「当該市町村の実績の 1人あたり医療費」

を比較することで算出されます。（直近 3年間の平均） 

(3) 所得係数β 

所得係数 β は、所得のシェアを各市町村の納付金にどの程度反映さ

せるかを調整する係数で、国が「（県平均の一人当たり所得）/（全国平

均の一人当たり所得）」により算出します。 

所得水準が全国平均である都道府県では β が１となり、所得のシェ

アと被保険者数・世帯数のシェアの割合は 50：50 になります。 

βが 1 より小さい場合は、所得のシェアの割合が低く、反対に、βが

1 より大きい場合は、所得のシェアの割合が高くなります。 

これまでは、次の事項に配慮する必要があったことから、市町村と協

議の上、県独自の「β’値」を設定し、調整を行ってきましたが、保険料

（税）水準の統一に向け、令和６年に国が示す「β値」と県独自の「β’

値」が統一されることになります。 

  ア 市町村間所得格差 

  イ 各所得階層の影響 

  ウ 保険料負担の激変 

(4) 応益割における均等割と平等割との割合 

基本としますが、次の事項に配慮しつつ、市町村と協議をしながら設定

していきます。 

ア 市町村間医療費格差 

 イ 医療費適正化の取組 

  ウ 保険料負担の激変 

  エ 保険料水準の統一（α＝0） 

※ 年齢調整後の医療費指数は、市町村の医療費水準を表す指数で、「当

該市町村の 5歳階級別の 1人あたり医療費が全国平均であった場合

の 1人あたり医療費」と「当該市町村の実績の 1 人あたり医療費」

を比較することで算出されます。（直近 3年間の平均） 

(3) 所得係数β 

所得係数 β は、所得のシェアを各市町村の納付金にどの程度反映さ

せるかを調整する係数です。 

所得水準が全国平均である都道府県では β が１となり、所得のシェ

アと被保険者数・世帯数のシェアの割合は 50：50になります。 

βが 1 より小さい場合は、所得のシェアの割合が低く、反対に、βが

1 より大きい場合は、所得のシェアの割合が高くなります。 

国が「（県平均の一人当たり所得）/（全国平均の一人当たり所得）」に

より算出した所得係数「β」を基本としますが、次の事項に配慮しつつ、

市町村と協議して「β’」の検討を行いながら設定していきます。 

なお、第 3節 1(2)市町村標準保険料率の賦課割合で使用する所得係数

と同じ値とすることで、保険料水準の統一を目指します。 

  ア 市町村間所得格差 

  イ 各所得階層の影響 

  ウ 保険料負担の激変 

(4) 応益割における均等割と平等割との割合 
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次期運営方針（案） 現行の運営方針 変更理由等 

これまで市町村においては、政令で示されていた標準割合（均等割：

平等割＝35：15）に準拠し賦課割合を決めていた経緯があり、また、平

成 28 年度の県全体の実績も均等割：平等割＝（医療分 33：17、後期・

介護分 34：16）で当該標準割合に近似した割合になっているため、この

標準割合を引き継いで、均等割：平等割＝35：15 とします。 

(5) 必要総額の調整（γの設定） 

γは、各市町村の納付金額の合計額が医療費水準や所得水準の調整に

よる影響で県の必要総額と異なる場合、必要総額に合わせるための調整

係数であり、この係数を用いて各市町村の納付金額の調整を行います。 

(6) 納付金に含める保険給付の範囲 

納付金に含める保険給付の範囲については、ガイドラインで規定され

ている、療養の給付、入院時食事療養費、入院時生活療養費、保険外併

用療養費、療養費、訪問看護療養費、特別療養費、移送費、高額療養費

及び高額介護合算療養費です。 

今後、県内各市町村の国保事務の標準化を踏まえ、納付金算定に係る

考え方等の整理を十分に行いながら、保険料（税）水準の統一を目指し、

市町村と協議して範囲拡大を進めていきます。 

(7) 高額医療費負担金等 

高額医療費負担金や特別高額医療費共同事業負担金の活用により、基

本的には当該医療費が発生した市町村の保険料負担の増加は抑制されま

すが、一方で発生した高額な医療費は、当該市町村の医療費指数（発生

した年の 2 年後以降）に反映されます。 

しかし、医療費指数は、3年間の医療費の平均により算出されるため、

一時的な高額医療費の発生の影響は緩和されます。また、年度途中に高

額な医療費が発生しても、保険給付費等交付金により全額賄われます。 

そのため、本県では高額医療費の共同負担は行わないことを基本とし、

これまで市町村においては、政令で示されていた標準割合（均等割：

平等割＝35:15）に準拠し賦課割合を決めていた経緯があり、また、平成

28年度の県全体の実績も均等割：平等割＝（医療分 33：17、後期・介護

分 34:16）で当該標準割合に近似した割合になっているため、この標準

割合を引き継いで、均等割：平等割＝35：15 とします。 

(5) 必要総額の調整（γの設定） 

γは、各市町村の納付金額の合計額が医療費水準や所得水準の調整に

よる影響で県の必要総額と異なる場合、必要総額に合わせるための調整

係数であり、この係数を用いて各市町村の納付金額の調整を行います。 

(6) 納付金に含める保険給付の範囲 

納付金に含める保険給付の範囲については、ガイドラインで規定され

ている、療養の給付、入院時食事療養費、入院時生活療養費、保険外併

用療養費、療養費、訪問看護療養費、特別療養費、移送費、高額療養費

及び高額介護合算療養費です。 

今後、県内各市町村の国保事務標準化を踏まえ、納付金算定に係る考

え方等の整理を十分に行いながら、保険料水準の統一を目指し、市町村

と協議して範囲拡大を進めていきます。 

(7) 高額医療費負担金等 

高額医療費負担金や特別高額医療費共同事業負担金の活用により、基

本的には当該医療費が発生した市町村の保険料負担の増加は抑制されま

すが、一方で発生した高額な医療費は、当該市町村の医療費指数（発生

した年の 2 年後以降）に反映されます。 

しかし、医療費指数は、3年間の医療費の平均により算出されるため、

一時的な高額医療費の発生の影響は緩和されます。また、年度途中に高

額な医療費が発生しても、保険給付費等交付金により全額賄われます。 

そのため、本県では高額医療費の共同負担は行わないことを基本とし、
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次期運営方針（案） 現行の運営方針 変更理由等 

小規模市町村において著しく高額な医療費が発生した場合のリスクに対

して、県全体で共同負担する仕組みや激変緩和措置等、必要に応じた対

応を市町村と協議していきます。 

(8) 納付金の精算 

市町村の国保運営の安定化のため、納付金の精算は行いません。 

 

 

第４節 標準保険料率の基本的な考え方、算定方法 

1 市町村標準保険料率 

市町村標準保険料率は、県が市町村ごとに按分した納付金をもとに、

各市町村の所得総額や被保険者数等に応じて、保険料（税）率を算定す

るものです。 

(1) 算定方式 

市町村標準保険料率の算定方式は、3方式とします。 

(2) 賦課割合 

ア 応能割と応益割 

応能割と応益割の賦課割合は、国が「（県平均の一人当たり所得）/

（全国平均の一人当たり所得）」により算出した所得係数「β」を基本

とします 

なお、第３節 2(3)納付金配分で使用する所得係数「β」と同じ値と

することで、保険料（税）水準の統一を目指します。 

イ 均等割と平等割 

これまで市町村においては、政令で示されていた標準割合（均等割：

平等割＝35：15）に準拠し賦課割合を決めていた経緯があり、また、

平成 28 年度の県全体の実績も均等割：平等割＝（医療分 33：17、後

期・介護分 34：16）で当該標準割合に近似した割合になっているため、

小規模市町村において著しく高額な医療費が発生した場合のリスクに対

して、県全体で共同負担する仕組みや激変緩和措置等、必要に応じた対

応を市町村と協議していきます。 

(8) 納付金の精算 

市町村の国保運営の安定化のため、納付金の精算は行いません。 

 

 

第３節 標準保険料率の基本的な考え方、算定方法 

1 市町村標準保険料率 

市町村標準保険料率は、県が市町村ごとに按分した納付金（一般被保

険者分）をもとに、各市町村の所得総額や被保険者数等に応じて、保険

料（税）率を算定するものです。 

(1) 算定方式 

支援方針を踏まえ、市町村標準保険料率の算定方式は 3方式とします。 

(2) 賦課割合 

ア 応能割と応益割 

応能割と応益割の賦課割合は、国が「（県平均の一人当たり所得）/

（全国平均の一人当たり所得）」により算出した所得係数「β」を基本

としますが、低所得者の負担を著しく増加させないため、市町村と協

議して「β’」の検討を行いながら設定していきます。 

なお、第 2節 2(3)納付金配分で使用する所得係数と同じ値とするこ

とで、保険料水準の統一を目指します。 

イ 均等割と平等割 

これまで市町村においては、政令で示されていた標準割合（均等割：

平等割＝35:15）に準拠し賦課割合を決めていた経緯があり、また、平

成 28 年度の県全体の実績も均等割：平等割＝（医療分 33：17、後期・

 

 

 

 

 

 

 

現状にあわ
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次期運営方針（案） 現行の運営方針 変更理由等 

この標準割合を引き継いで、均等割：平等割＝35：15 とします。 

具体的な賦課割合については、次のとおりとなります。 

 

 

(3) 賦課限度額 

現在、全市町村が政令に定める賦課限度額としていることから、引き

続き、当該基準により賦課します。 

 

2 都道府県標準保険料率の算定方式 

都道府県標準保険料率は、都道府県間の保険料（税）率が比較できる

よう算定する保険料（税）率です。 

なお、算定方式は、全国共通であるため、ガイドラインに規定のとお

り所得割と均等割の 2方式で算定します。 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

介護分 34:16）で当該標準割合に近似した割合になっているため、こ

の標準割合を引き継いで、均等割：平等割＝35：15 とします。 

具体的な賦課割合については、次のとおりとなります。 

 

(3) 賦課限度額 

賦課限度額については、県内すべての市町村が政令に定める基準どお

りとしていることから、当該基準による賦課限度額とします。 

 

2 都道府県標準保険料率の算定方式 

都道府県標準保険料率は、都道府県間の保険料(税)率が比較できるよ

う算定する保険料（税）率です。 

なお、算定方式は、全国共通であるため、ガイドラインに規定のとお

り所得割と均等割の 2方式で算定します。 

 

3  激変緩和措置 

(1) 制度の概要 

現行制度から新制度に移行するに当たって、納付金及び標準保険料率

の仕組みが導入されることで、従来は各市町村で算定していた保険料

（税）を県全体で算定することになり、一部の市町村では、保険料（税）

の負担が増加する可能性があります。 

そのため、保険料（税）の急増を抑えるために、激変が生じにくい係

数（α、β）の値を用いること、県繰入金及び特例基金からの繰入によ

り対応することとされています。 

(2) 納付金の算定方法（α、β）の設定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第３章 市町村における保険料（税）の標準的な算定方法及びその水準の平準化 

31 

 

次期運営方針（案） 現行の運営方針 変更理由等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５節 標準的な収納率 

標準的な収納率については、目標収納率とは異なり、納付金及び標準

保険料率を算定するに当たっての基礎となる値です。標準的な収納率の

算出に当たっては、各市町村の収納率の実態を踏まえた実現可能な水準

としつつ、かつ、低い収納率に合わせることなく、例えば、保険者規模

別や市町村別などにより適切に設定する必要があります。 

激変が生じにくい係数（α、β）を用いることで、県全体において市

町村の納付金額のバランスを取ることができるため、必要に応じて市町

村と協議して設定していきます。 

ただし、この係数（α、β）の設定によって、市町村の中には納付金

額が増加し負担感が強まる可能性もあります。 

(3) 県繰入金の活用 

α及びβによる調整を行っても、一部の市町村においては、納付金額

が過大となり被保険者への保険料（税）負担が大きくなる可能性があり

ます。 

そこで次の調整としては、県繰入金を活用して県が個別市町村に公費

充当を行い、負担感を一定程度まで軽減する対応を行います。 

(4) 特例基金の繰入金の活用 

県繰入金による激変緩和措置が多額となると、各市町村が負担する納

付金の全体額が増加してしまいます。 

そこで、県繰入金の減少分について、特例基金からの繰入れにより補

填することで、市町村の納付金額への影響を抑えることとします。 

なお、国保法により特例基金は、平成 30 年度から平成 35年度までの

間保険税（料）の上昇抑制に充てることができるとされています。 

 

 

第４節 標準的な収納率 

標準的な収納率の設定について、運営方針策定要領では、「各市町村の

収納率の実態を踏まえた実現可能な水準としつつ、かつ、低い収納率に

合わせることなく、例えば、保険者規模別や市町村別などにより適切に

設定すること。」と規定されています。 

そのため、標準的な収納率は、各市町村が実現可能な収納率であって、
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次期運営方針（案） 現行の運営方針 変更理由等 

そのため、標準的な収納率は、各市町村が実現可能な収納率であって、

市町村の自助努力により標準的な収納率を上回れば、インセンティブが

働くように設定します。具体的には、直近 3か年の保険者規模別平均収

納率を設定する等、特定年度に生じた収納率の変動の影響を受けにくく

するように設定します。 

なお、令和 11 年度の保険料（税）水準の統一に向けた標準的な収納率

の具体的な設定方法については、標準的な収納率を段階的に納付金へ反

映させる方法と併せて、市町村と協議の上、方針を決定します。 

 

表 3-1  保険者規模別標準的収納率 

被保険者規模区分 算出方法 

(ア) ６万人以上 

直近 3 か年の平均を

毎年度設定 

(イ) ２万人以上６万人未満 

(ウ) ６千人以上２万人未満 

(エ) ３千人以上６千人未満 

(オ) ３千人未満  

※ 被保険者規模区分は、令和 3 年度の年間平均被保険者数を適用しま

す。 

※ 原子力災害による避難指示区域等を有する市町村に関しては、国の

特別な財政支援により、保険料（税）が減免されているため、その公

費分については、表 3-1 によらず収納率を 100％とし換算した後の

収納率とします。 

 

 

（第１節に移動） 

市町村の自助努力により標準的な収納率を上回れば、インセンティブが

働くよう保険者規模別により定めます。具体的には、特定年度に生じた

収納率の変動の影響を受けにくくするため、直近 3 か年の保険者規模別

平均収納率を毎年度設定します。 

 

 

 

 

  

表 3-2  保険者規模別標準的収納率 

被保険者規模区分 算出方法 

(ア) ７万人以上 

直近 3 か年の平均を

毎年度設定 

(イ) ２万人以上７万人未満 

(ウ) ６千人以上 2 万人未満 

(エ) ３千人以上 6 千人未満 

(オ) ３千人未満  

※ 被保険者規模区分は、平成 28 年度の年間平均被保険者数を運営方針

期間中（平成 30年度から令和 5 年度まで）適用します。 

※ 原子力災害による避難指示区域等を有する市町村に関しては、国の

特別な財政支援により、保険料（税）が減免されているため、その公

費分については、表 3-2 によらず収納率を 100％とし換算した後の

収納率とします。 

 

 

第５節 保険料水準の統一 

1  基本的な考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１節に移

動 
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次期運営方針（案） 現行の運営方針 変更理由等 

  現在、市町村間においては、医療費水準や保険料水準に格差があり、

保険料の算定方式等にも差異が見られます。 

  このような状況において、平成 30 年度から保険料水準の統一を実施

するには課題が多く、保険料負担の急変を招くため、医療サービスの均

質化や医療費適正化への取組を推進し、負担能力に応じた負担を考慮し

ていく必要があります。 

保険料（税）率のあり方については、県内どこに居住しても同じ所得

であれば同じ保険料とすべきという市町村との共通認識の下、将来的に

は県統一保険料率を目指します。 

２ 実現に向けた方向性 

(1) 算定方式 

３方式とします。4 方式を採用している市町村は、引き続き 3 方式へ

の移行を計画し、県全体としては、令和５年度までに全市町村が 3 方式

となることを目指します。 

(2) 次の事項の状況を見つつ、保険料水準の統一に向けた取組を推進して

いきます。 

ア 被災市町村の復興状況 

イ 保険料負担の激変緩和措置の状況 

ウ 医療計画の進捗状況 

エ 医療費適正化計画の進捗状況 

オ 市町村事務の標準化の状況 

カ 保険料収納率の状況 

 

３ 取組期間と移行期間及び統一予定時期 

運営方針の対象期間である令和 5 年度までを保険料（税）水準の統一

に向けた医療費格差の縮小や市町村事務の標準化、保険料収納率向上等
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次期運営方針（案） 現行の運営方針 変更理由等 

の取組期間とし、令和 6年度に納付金算定における所得係数と標準保険

料算定における所得係数を同値とすること（所得係数β値の統一）を目

標とします。 

令和 6 年度から令和 10 年度までを県統一保険料率に向かう移行期間

とし、納付金算定において、①医療費等の状況の反映に係る調整（医療

費指数反映係数α=0に向けた調整）、②経費や公費の県単位化に向けた

調整、③保険料収納率による調整を段階的に実施します。 

 県統一保険料率の統一予定時期は令和 11 年度とします。 
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第４章 市町村における保険料（税）の徴収の適正な実施（案） 

次期運営方針（案） 現行の運営方針 変更理由等 

趣旨：国保税は、国保財政の「収入面」にあたり、市町村が適正に徴収す

ることが国保の安定的な財政運営の前提となります。そのため、必要

な国保税を徴収することができるよう、市町村の収納率向上のための

取組事項を定めます。 

 

 

第１節 国保税収納の現状 

1  現年度分の収納率 

令和３年度の収納率は、93.88％（全国 40 位）であり、全国平均収納

率（94.24%）を 0.36 ポイント下回っています。本県の収納率は年々向

上しており、全国平均との差も減少していますが、全国順位は 40 位前後

となっています。 

 

図 4-1 現年度分の収納率の推移（福島県と全国の比較） 

出典：厚生労働省「国民健康保険（市町村）の財政状況について」） 

趣旨：国保税は、国保財政の「収入面」にあたり、これを適正に徴収し確

保することは国保財政安定の前提となります。そのため、国保財政に

必要な国保税を徴収できるよう、適正な実施のための取組事項を定め

ます。 

 

 

第１節 国保税収納の現状 

1  収納率（現年度）の現状 

平成 27 年度の収納率は 90.10％（全国 42 位）であり、全国平均収納

率（91.45%）を 1.35％下回っています。また、平成 27 年度の収納率が

前年度を下回ったのは全国で 3 県であり、本県の減少率（▲ 0.09%）が

最も高い現状にあります。（全国平均の増減率は、+0.05%） 

 

図 4-1 収納率（現年度）の推移（福島県と全国の比較） 

出典：厚生労働省「国民健康保険（市町村）の財政状況について」） 

文言整理 
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次期運営方針（案） 現行の運営方針 変更理由等 

 

2  過年度分の収納率 

令和３年度の収納率は、18.93％（全国 42 位）であり、全国平均収納

率（23.72%）を 4.79 ポイント下回っています。 

なお、令和３年度の滞納繰越分調定額は、約 103 億円であり、現年度

分調定額約 311 億円の約３割に近い額となっています。 

 

図 4-2 過年度分の収納率の推移（福島県と全国の比較） 

（出典：国民健康保険事業の実施状況報告） 

 

3  国保税の滞納世帯数等 

令和３年度の国保税滞納世帯数は、前年度より 576 世帯減少して

34,082 世帯です。市町村国保の全世帯（251,237 世帯）に占める割合も、

前年度に比べて 0.1 ポイント減少し 13.4%となっています。 

また、短期被保険者証交付世帯は 5,755 世帯（前年比 93 世帯減）、資

格証明書交付世帯は 1,075（前年度比 254 世帯減）といずれも減少しま

した。 

 

 

2  収納率（過年度分）の現状 

平成 27 年度の収納率は、20.92％であり、平成 25 年度以降は毎年度

1％以上上昇しており、全国平均収納率も上回っています。 

なお、平成 27 年度の滞納繰越分調定額は約 165 億円であり、現年度

分調定額約 417 億円の約 4 割に近い額となっています。 

 

図 4-2 収納率（過年度）の推移 （単位：％） 

（出典：国民健康保険事業の実施状況報告） 

 

3  国保税の滞納世帯数等 

平成 28 年度の国保税に滞納がある世帯は、前年度より 3,859 世帯減

少して 51,955 世帯です。市町村国保の全世帯に占める割合も、前年度に

比べて 1.6％減少し 17.1%となっています。 

また、短期被保険者証交付世帯は 414 世帯減 、資格証明書交付世帯

は 407 世帯減といずれも減少しました。 
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次期運営方針（案） 現行の運営方針 変更理由等 

 

表 4-3 滞納世帯の推移（各年 6 月 1 日現在）  

 H29 H30 R 元 R2 R3 対 H29 

滞納世帯数(世帯) 51,129 47,586 42,402 34,658 34,082 ▲17,047 

滞納世帯割合(%) 18.4 17.7 16.3 13.5 13.4 ▲5.0 

滞納世帯割合【全国】(%) 17.2 16.7 15.9 11.9 11.4 ▲5.8 

（出典：厚生労働省「政府予算等関係資料」）  

表 4-4  短期被保険者証交付の推移（各年 6 月 1 日現在） 

 H29 H30 R 元 R2 R3 対 H29 

短期被保険者証交付世帯数(世帯) 8,939 7,726 6,925 5,848 5,755 ▲3,184 

短期被保険者証交付世帯割合(%) 3.2 2.9 2.7 2.3 2.3 ▲0.9 

短期被保険者証交付世帯割合【全国】(%) 5.5 5.1 5.0 2.7 2.6 ▲2.9 

（出典：厚生労働省「政府予算等関係資料」） 

表 4-5 被保険者資格者証明書の交付の推移（各年 6 月 1 日現在） 

 H29 H30 R 元 R2 R3 対 H29 

資格証明書交付世帯数(世帯) 3,408 2,953 2,534 1,329 1,075 ▲2,333 

資格証明書交付世帯割合（%） 1.2 1.1 1.0 0.5 0.4 ▲0.8 

資格証明書交付世帯割【全国】(%) 1.3 1.2 1.0 0.6 0.5 ▲0.8 

（出典：厚生労働省「政府予算等関係資料」） 

 

４ 収納対策の現状 

(1) 各種収納対策について 

令和３年度の収納対策は表 4-6 のとおりですが、特に収納マニュアル

等の作成（対平成 27 年度 ＋13 市町村）、コンビニ収納（対平成 27 年度 

＋11 市町村）などに取組む市町村が増えています。 

 

 

表 4-3 滞納世帯の推移（各年 6 月 1 日現在）  

 H29 年度 H30 年度 R 元年度 平均 

滞納世帯数(世帯) 51,129 47,586 42,402 47,039 

滞納世帯割合(%) 18.4 17.7 16.3 17.5 

滞納世帯割合【全国】(%) 17.2 16.7 15.9 16.6 

（出典：厚生労働省「政府予算等関係資料」）  

表 4-4  短期被保険者証交付の推移（各年 6 月 1 日現在） 

 H29 年度 H30 年度 R 元年度 平均 

短期被保険者証交付世帯数(世帯) 8,939 7,726 6,925 7,863 

短期被保険者証交付世帯割合(%) 3.2 2.9 2.7 2.9 

短期被保険者証交付世帯割合【全国】(%) 5.5 5.1 5.0 5.2 

（出典：厚生労働省「政府予算等関係資料」） 

表 4-5 被保険者資格者証明書の交付の推移（各年 6 月 1 日現在） 

 H29 年度 H30 年度 R 元年度 平均 

資格証明書交付世帯数(世帯) 3,408 2,953 2,534 2,965 

資格証明書交付世帯割合（%） 1.2 1.1 1.0 1.2 

資格証明書交付世帯割【全国】(%) 1.3 1.2 1.0 1.2 

（出典：厚生労働省「政府予算等関係資料」） 

 

４ 収納対策の現状 

(1) 各種収納対策について 

平成 27 年度の収納対策は表 4-6 のとおりですが、特にコンビニ収納

（対平成 26 年度 ＋6 市町村）、インターネット公売（対平成 26 年度 ＋

2 市町村）などに取組む市町村が増えています。 
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次期運営方針（案） 現行の運営方針 変更理由等 

 

表 4-6 収納対策実施状況（令和３年度） 

 

（出典：厚生労働省「国民健康保険事業の実施状況報告」） 

 

 

 

 

 

(2) 口座振替世帯割合等の現状 

令和２年度の口座振替の状況は、表 4-7 のとおり世帯割合、調定額割

合、収納額割合とも前年度より減少しており、全国と比較して 10 ポイ

ント以上低い割合となっています。 

一方、令和２年度の特別徴収の世帯割合は、前年度より増加しており、

全国と比較しても高い割合となっています。  

     

 

 

表 4-6 収納対策実施状況（平成 27 年度） 

 
（出典：厚生労働省「国民健康保険事業の実施状況報告」） 

 

(2) 口座振替世帯割合等の現状と推移  

平成 27 年度の口座振替の実施状況は、表 4-7 のとおり世帯割合、調定

額割合、収納額割合とも前年度より減少しています。全国との比較では、

調定額割合及び収納額割合は、10 %以上の差があります。 

一方、平成 27 年度の特別徴収の世帯割合は、前年度より増加していま

す。全国と比較しても高い世帯割合となっています。  
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次期運営方針（案） 現行の運営方針 変更理由等 

 

表 4-7 口座振替等の状況              

 

 

（出典：国民健康保険事業の実施状況報告） 

 

 

 

第２節 目標収納率の設定 

１ 現年度分 

これまで、県全体の収納率が全国中位の順位になるよう収納対策に取

り組んできましたが、現在も全国で 40 位前後と決して高くありません。

そのため、引き続き全国中位の順位を目指すこととします。 

全国中位の順位になるためには、令和 11 年度までの期間における県

全体の目標収納率を 97.12%（※）とし、その目標を達成するため、被保険

者数の規模により表 4-8 のとおり 5 区分で設定し、収納率向上に取り組

みます。 

※ 令和 11 年度時点における全国 25 位の収納率を推計したもの 

 

 

 

表 4-7 口座振替等の状況                             （単：％） 

 H28 年度 H29 年度 H30 年度 平均 

口座振替世帯割合 30.94 30.13 29.72 30.26 

口座振替調定額割合 37.10 36.93 36.62 36.89 

口座振替収納額割合 38.52 38.13 37.38 38.01 

口座振替率【全国】 40.01 40.11 40.12 40.08 

口座振替調定額割合【全国】 46.97 47.13 47.11 47.07 

口座振替収納額割合【全国】 49.76 49.77 49.47 49.67 

特別徴収世帯割合  17.15 18.80 19.87 14.68 

特別徴収世帯割合【全国】 10.99 11.75 12.55 11.76 

（出典：国民健康保険事業の実施状況報告） 

 

 

第２節 目標収納率 

１ 現年度分 

本県のこれまでの目標収納率の考え方は、県全体の収納率が全国順位

中位を目指すこととしています。 

令和 5 年度までの期間において全国順位を 10 位程度改善することを

目標とします。 

94.54%（※）を県全体の目標収納率とし、被保険者規模別については、

表 4-8 のとおり 5 区分で設定します。 

（※）令和 5 年度時点における全国 33 位の収納率を推計したもの 
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次期運営方針（案） 現行の運営方針 変更理由等 

 

表 4-8 被保険者数の規模別目標収納率 

被保険者数 目標収納率 

(ア)３万人以上 96.88％ 

(イ) 1 万人以上３万人未満 97.07％ 

(ウ) 3 千人以上 1 万人未満 97.07％ 

(エ) 1 千人以上 3 千人未満 98.18％ 

(オ) 1 千人未満 98.47％ 

 

２ 過年度分 

  これまで過年度分は、目標収納率を 20%に設定していましたが、平成

30 年度以降、その目標が達成されていません。また、令和３年度におい

て、全国平均収納率（23.72%）を 4.79 ポイント下回っていることから、

引き続き、過年度分の目標収納率は 20%とします。 

 

 

第３節 収納対策 

国保財政の安定化や被保険者の公平な税負担、被保険者の負担増の縮

小・解消を図るため、収納率向上対策に積極的に取組む必要があります。 

保険料（税）水準の統一にあたっては、県全体の収納率向上が必要で

あり、そのためには、収納率の低い市町村の収納率向上が不可欠となり

ます。 

そこで、収納率が低い市町村は、その要因分析を行い、その分析結果

についてはＰＤＣＡサイクルを用いて収納対策に反映します。その上で、

効果的と思われる収納対策（催告書発付、電話催告・臨戸訪問、財産調

査、給与照会、財産差押等）に取組みます。 

 

表 4-8 被保険者規模別目標収納率 

被保険者規模 目標収納率 

(ア)３万人以上 94.34％ 

(イ) 1 万人以上３万人未満 94.37％ 

(ウ) 3 千人以上 1 万人未満 94.37％ 

(エ) 1 千人以上 3 千人未満 95.82％ 

(オ) 1 千人未満 98.47％ 

 

2 過年度分 

支援方針における過年度分の目標収納率（20%）は、平成 27 年度にお

いて達成しており、また、平成 27 年度においては全国平均を 0.5%上回

っています。引き続き、現在の収納率を維持するよう目標収納率を 20%

とします。 

 

 

第３節 収納対策 

国保は一会計年度単位で行う短期保険であることから、必要な支出は

保険料（税）と国庫負担等の公費等で賄うことが、国保財政を安定的に

運営していくためには重要なことです。 

一方、本県の収納率は、東日本大震災以降 90%をわずかに上回る率で

推移し、順位も全国で 40 位前後と決して高くはありません。国保財政の

安定化や被保険者の公平な負担、被保険者の負担増の縮小・解消を図る

ため、収納率向上の対策に積極的に取組む必要があります。 

そこで、収納率が低く収納不足が生じている市町村は、収納不足につ

いて不断に要因分析を行い、その分析結果についてはＰＤＣＡサイクル
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次期運営方針（案） 現行の運営方針 変更理由等 

また、滞納繰越とならないように現年度分の徴収対策により重点を置

きながら、市町村や福島県国民健康保険団体連合会（以下「国保連合会」

という。）とともに、次の収納対策の強化に取組みます。 

 

 

 

 

 

 

1 口座振替等の利用促進 

口座振替は、被保険者にとって、納め忘れがなく、安心で便利な納付

方法であり、収納率向上の有効な方法であることから、市町村は口座振

替の原則化を進めます。 

また、コンビニ収納や eLTAX の活用など、効果的な納付方法につい

て検討します。 

 

2 税関係課との連携による収納体制の強化 

県は、県の税務課及び市町村財政課と連携し、「市町村税滞納整理スキ

ルアップ支援事業」を実施します。県職員を市町村の税務担当課に派遣

し、助言等を行うとともに、市町村の管理職や収納担当職員に対して、

収納率向上に資する研修会を実施します。 

 

3 徴収アドバイザーの設置 

県は、地方税に関する徴収スキルを豊富に有する徴収アドバイザーを

設置し、市町村の収納対策等について、助言・指導を行います。 

 

を用いて収納対策に反映します。その上で、次の収納対策の活用や効果

的と思われる対策（差押え、給与照会、短期被保険者証・資格証明書の

発行、電話催告・戸別訪問等）に取組みます。 

県は、滞納繰越とならないように現年度収納を向上させること、県全

体の収納率向上を効果的に行うことにより重点を置きながら、市町村や

福島県国民健康保険団体連合会（以下「国保連合会」という。）とともに、

次の収納対策の強化に資する取組みや効果的と思われる対策（成果を上

げている取組事例の調査、分析及び市町村への横展開等）に取組みます 。 

 

1 口座振替の利用促進 

口座振替は、被保険者にとって、納め忘れがなく支払いの手間が省け

る安心で便利な納付方法です。また、収納率向上の有効な方法であるこ

とから、市町村は口座振替の原則化を進めるとともに、県はラジオや広

報誌などを活用した広報や口座振替の向上に資する取組みへの支援など

により、口座振替利用を促進します。 

 

2 収納担当職員の研修会の充実 

県は、保険料（税） 担当職員が必要とするノウハウを的確に習得でき

るよう研修内容をより精査するなどして、収納率向上に資する研修会を

国保連合会とともに実施します。 

 

 

3 徴収アドバイザーの設置 

県は、地方公共団体における徴収のノウハウを豊富に有する徴収アド

バイザーの設置について検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(国)次期運

営方針策定

要領を踏ま

え修正 

 

 

 

現在の県の

取組みを追

記 

 

 

 

文言整理 
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次期運営方針（案） 現行の運営方針 変更理由等 

（４ 削除） 

 

 

 

 

 

4 収納対策マニュアルの作成 

県は、滞納整理の基本的事項をまとめた「収納率向上ガイドライン」

を作成しました。市町村はそれを活用し、収納率向上に取り組みます。 

 

５ 市町村の取組評価 

各市町村は『収納状況・取組状況等評価シート』を活用し、ＰＤＣＡ

サイクルを循環させ、収納対策にかかる取組状況を評価します。 

 

６ 保険料（税）水準の統一に向けた取組 

保険料（税）水準の統一にあたっては、標準的な収納率を用いて納付

金及び標準保険料率を算定します（第３章第５節参照）。収納率が低い市

町村は、その要因分析（滞納状況、口座振替率、人員体制等）を行うと

ともに、必要な対策について整理する必要があります。あわせて、収納

率の高い市町村に対して、どのようなインセンティブを与えるかを検討

します。 

また、各市町村の納付回数が異なることにより、納付一回当たりの負

担感が異なることから、全市町村で納付時期と納付回数を統一します。 

さらに、差押え等の滞納処分の公平性の観点から、「滞納処分方針」を

策定し、全市町村が共通認識のもと、滞納処分を進めます。 

4 短期被保険者証・資格証明書の交付基準の作成 

県は、適正な保険料（税）の確保や被保険者間の負担の公平性を図る

ため、短期被保険者証・資格証明書の交付基準を作成し、市町村におけ

る事務手続きの標準化を進めます。 

 

マイナ保険

証に移行す

ることから

削除 

 

 

以下、今後

の取組みに

ついて追記 
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第５章 市町村における保険給付の適正な実施（案） 

次期運営方針（案） 現行の運営方針 変更理由等 

趣旨：保険給付は保険制度の基本事項であり、統一的なルールの下にその

事務が実施されますが、不正請求への対応、療養費の支給の適正化及

び第三者行為求償事務など広域的な対応が必要なものや一定の専門性

が求められるものなど、市町村のみでは効率的に対応しきれない場合

があります。 

   そこで、国保財政を「支出面」から管理する上で、保険給付の実務

が法令に基づく統一的なルールに従って確実に行われるための取組事

項を定めます。 

 

第 1 節 レセプト点検 

１ 現状と課題 

(1) 点検調査の実施状況 

市町村におけるレセプト点検は、点検員の直接雇用、国保連合会等へ

の委託、またはその併用により実施されています。 

令和３年度の点検事項別の実施状況は、資格点検は全市町村が実施し

ています。内容点検は、「縦覧点検」及び「調剤報酬明細書との突合」は

全市町村が実施していますが、「診療報酬点数表との照合」並びに「検算」

については未実施の市町村があり、点検体制構築が課題となっています。 

 

 

 

 

 

 

趣旨：不正請求への対応及び第三者行為求償事務など広域的な対応や一定

の専門性が求められる事務を適正かつ着実に実施するためには、市町

村のみでは対応しきれない場合があります。 

   そこで、国保財政を「支出面」から管理する上で、保険給付実務が

法令に基づく統一的なルールに従って確実に行われるよう、県が中心

となって取組事項を定めます。 

 

 

 

第 1 節 保険給付の適正化に向けた取組の現状 

１ レセプト点検 

(1) 点検調査の実施状況 

平成 27 年度の点検事項別の実施状況は、資格点検は 58 市町村が実施

しています。内容点検は、調剤報酬明細書との突合を 59 市町村、縦覧点

検を 58 市町村、診療報酬点数表との照合を 55 市町村、第三者行為を 53

市町村、給付制限を 51 市町村で実施しています。（厚生労働省「国民健

康保険事業の実施状況報告」） 

また、平成 30 年度から国保連合会によるレセプト点検の共同実施が

始まりますが、平成 29 年 6 月時点で 40 市町村が委託の意向を示してい

ます。（福島県国保連合会調べ） 

 

 

 

 

(国)次期運

営方針策定

要領を踏ま

え修正 

 

 

 

 

 

各取組の「1 

現状と課

題」に続き

「２ 今後の

方針」を記
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次期運営方針（案） 現行の運営方針 変更理由等 

表 5-1 点検事項別実施保険者の状況      （単位：市町村） 

 
（出典：厚生労働省「国民健康保険事業の実施状況報告」） 

 

(2) 一人当たりの財政効果額 

令和３年度の被保険者一人当たりの財政効果額は、全国平均よりも高

い効果額となっています。 

しかしながら、県内市町村の財政効果額を令和３年度実績で比較する

と、最も高い保険者（4,566 円）と最も低い保険者（110 円）とでは約

41.5 倍の差があります 。 

※ 財政効果額：レセプト点検による過誤調整金額等を平均被保険者数

で除したもの。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 一人当たりの財政効果額 

過去 3 年度の一人当たりの財政効果額は、表 5-1 のとおりで、いずれ

も全国より高い効果額となっています。 

 

表 5-1 レセプト点検による一人当たりの財政効果額  （単位：円） 

 福島県 全国 

H25 年度 2,312 2,052 

H26 年度 2,155 2,061 

H27 年度 1,928 1,866 

  （出典：厚生労働省「国民健康保険事業の実施状況報告」） 

※財政効果額：レセプト点検による過誤調整金額等を平均被保険者数で

除したもの。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

時点修正等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第５章 市町村における保険給付の適正な実施 

45 

 

次期運営方針（案） 現行の運営方針 変更理由等 

図 5-2 レセプト点検による一人当たりの財政効果額 

  （出典：厚生労働省「国民健康保険事業の実施状況報告」） 

 

(3) 財政効果率 

令和３年度の財政効果率は、全国平均よりも高い効果率となっていま

す。 

しかしながら、県内市町村の財政効果率を令和３年度実績で比較する

と、最も高い保険者（1.44％）と最も低い保険者（0.04％）とでは 36 倍

の差があります 。 

※ 財政効果率：レセプト点検による過誤調整金額等を診療報酬保険者

負担総額で除したもの 

 

図 5-3 レセプト点検による財政効果率 

（出典：厚生労働省「国民健康保険事業の実施状況報告」） 

 

 

 

 

 

 

(3) 財政効果率 

過去 3 年度の財政効果率は、表 5-2 のとおりで、いずれも全国より高

い効果率となっています。 

 

表 5-2 レセプト点検による財政効果率（単位：％） 

 福島県 全国 

H25 年度 0.88 0.80 

H26 年度 0.80 0.78 

H27 年度 0.69 0.67 

（出典：厚生労働省「国民健康保険事業の実施状況報告」） 

※財政効果率：レセプト点検による過誤調整金額等を診療報酬保険者負

担総額で除したもの。 
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次期運営方針（案） 現行の運営方針 変更理由等 

２ 今後の方針 

レセプト点検の充実強化により財政効果率向上を図るため、国保連合

会と連携し、次の取組みを進めます。 

(1) 県における点検の実施 

県は、専門性（医療監視で把握した情報の活用等）や広域性（県内

他市町村への転居後の請求情報の把握等）を発揮した点検を実施しま

す。 

 (2) 研修会の充実等 

県は、市町村職員の点検知識習得のため、国保連合会と連携した研

修会を開催します。 

 (3) 医療給付専門指導員の設置 

県は、医療給付専門指導員を設置し、点検の充実に向けた事例等を

市町村に情報提供するとともに、必要に応じて市町村への助言・指導

を行います。 

(4) 市町村における点検体制の整備 

市町村は、レセプト点検を適正に実施するため、より効果的な点検

体制の整備を目指し、引き続き点検の充実強化に努めることとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（第２節及び第４節より移動） 

第 2 節 県による保険給付の点検、事後調整 

1 レセプト点検 

レセプト点検は、新制度においても、保険給付の実施主体である市

町村が一義的には実施する事務でありますが、県が財政運営の責任主

体となることに伴い、県においては広域的又は医療に関する専門的な

見地から、市町村の行った保険給付の点検等が可能となります。 

そのため、県は、医療監視情報等を活用した専門性を生かした点検

や県内他市町村への転居後の請求情報の把握による点検等広域性を

発揮した点検について、市町村及び国保連合会と連携し取り組んでい

きます。 

 

第 4 節 レセプト点検の充実強化 

1 研修会の充実等 

市町村のレセプト点検は、点検員の直接雇用、業者への委託又はそ

の併用により実施されています。 

直接雇用のレセプト点検員の資質向上のため、「レセプト点検事務

の手引き」を活用し、基礎知識の習得を図るとともに、国保連合会と

連携し、レセプト点検員を対象とした医療給付専門指導員による研修

会を引き続き実施します。 

2 情報提供、助言・指導の充実 

県に設置した医療給付専門指導員によるレセプト点検の現地指導

を引き続き実施するとともに、点検の充実に向けた事例等の情報提供

を実施します。 
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次期運営方針（案） 現行の運営方針 変更理由等 

 

第２節 療養費支給の適正化 

１ あん摩･マッサージ･指圧、はり･きゅう及び柔道整復の療養費 

(1) 現状と課題 

あん摩・マッサージ・指圧、はり・きゅう及び柔道整復の療養費の適

正化療養費は、本来患者が費用の全額を支払った後、保険者に請求し支

払いを受ける「償還払い」が原則ですが、あん摩・マッサージ・指圧及

びはり・きゅうについては、保険者が施術所等の代理受領を認めている

場合、往診料や施術回数の水増し等による不正請求が生じている可能性

があります。 

一方、柔道整復は、例外的な取扱いとして患者が自己負担分を柔道整

復師に支払い、柔道整復師が患者に代わって残りの費用を保険者に請求

する「受領委任払」が認められているため、いわゆる「部位転がし」等

による不正請求が生じる可能性があります。 

そのため、以下の取組みを実施しています。 

ア 患者調査 

施術状況を確認し支給の適正化を図るために「多部位、長期または

頻度が高い施術患者」等に対して、負傷部位や原因の調査等を実施し

ています。 

イ 医療費通知 

被保険者等に自身の健康や柔道整復療養費の制度への意識を深める

よう医療費通知に柔道整復療養費を含めて通知しています。 

ウ 被保険者への広報 

被保険者等に柔道整復療養費等の正しい知識を普及させるため、パ

ンフレットの配布、市町村広報誌への記事掲載等を行っています。 

 

（第３節より移動） 

第 3 節 療養費の適正化 

1 あん摩・マッサージ・指圧、はり・きゅう及び柔道整復の療養費の適

正化療養費は、本来患者が費用の全額を支払った後、保険者に請求し

支払いを受ける「償還払い」が原則ですが、あん摩・マッサージ・指

圧及びはり・きゅうについては、保険者が施術所等の代理受領を認め

ている場合、往診料や施術回数の水増し等による不正請求が生じてい

る可能性があります。一方、柔道整復は、例外的な取扱いとして患者

が自己負担分を柔道整復師に支払い、柔道整復師が患者に代わって残

りの費用を保険者に請求する「受領委任払」が認められているため、

いわゆる「部位転がし」等による不正請求が生じる可能性があります。 

このような不正請求は、複数の保険者にまたがる場合が多いため、

該当市町村や後期高齢者医療広域連合と連携を図りながら、調査方法

を検討することとします。 

また、市町村等の調査を支援しつつ事例を積み上げながら、調査マ

ニュアルの作成について検討します。 

 

2  療養費（あん摩･マッサージ･指圧、はり･きゅう及び柔道整復） 

(1) 患者調査の実施状況（平成 29 年 7 月 福島県国民健康保険課調査） 

4 市町村が、施術状況を確認し支給の適正化を図るために「多部位、

長期または頻度が高い施術患者」等に対して、負傷部位や原因の調査等

を実施しています。    

(2) 医療費通知の実施状況（平成 29 年 7 月 福島県国民健康保険課調査） 

49 市町村が被保険者等に自身の健康や柔道整復療養費の制度への意

識を深めるよう医療費通知に柔道整復療養費を含めて通知しています。 

(3) 被保険者への広報（平成 29 年 7 月 福島県国民健康保険課調査） 

 

各取組の「1 

現状と課

題」に続き

「２ 今後の

方針」を記

載 
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次期運営方針（案） 現行の運営方針 変更理由等 

(2) 今後の方針 

不正請求への対応強化を図るため、次の取組みを進めます。 

ア 不正請求は、複数の保険者にまたがる場合が多いため、該当市町村

や国保連合会、後期高齢者医療広域連合（以下、「広域連合」という。）

と連携を図りながら、調査方法を検討します。 

イ 市町村等の調査を支援しつつ事例を積み上げながら、調査マニュア

ルの作成について検討します。 

 

 

２ 海外療養費 

(1) 現状と課題 

令和３年度の申請受理市町村数は７市町村（11.9%）で、申請件数は市

が 127 件（98.4％）、町村が 2 件（1.6%）となっています。 

申請件数が少ない町村においては、翻訳や診療内容審査等の事務処理

を行うためのノウハウが蓄積されにくい現状にあります。 

 

表 5-4 海外療養費事務の実施状況 

 

（出典：厚生労働省「国民健康保険事業の実施状況報告」） 

 

21 市町村が、被保険者等に柔道整復療養費等の正しい知識を普及させ

るため、パンフレットの配布、市町村広報誌への記事掲載等を行ってい

ます。 

 

 

 

 

 

 

3 海外療養費 

平成 27 年度の申請受理市町村数は 17 市町村（28.8%）で、申請件数

は市が 102 件（84.3％）、町村が 19 件（15.7%）となっています。 

申請件数が少ない町村においては、翻訳や診療内容審査等の事務処理

を行うためのノウハウが蓄積されにくい現状にあります。 

 

表 5-3 海外療養費事務の実施状況 

 

（出典：厚生労働省「国民健康保険事業の実施状況報告」） 
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次期運営方針（案） 現行の運営方針 変更理由等 

(2) 今後の方針 

国保において、海外療養費の不正請求事案が複数明らかになっており、

より一層の対策を進めることが求められています。 

ア 市町村は、支給申請時に渡航確認書類（旅券、航空券、その他の海

外に渡航した事実が確認できる書類の写し）及び保険者が海外療養の

内容について当該海外療養を担当した者に照会することへの同意書の

提出を求め、渡航の事実を確認するとともに、渡航の理由、居住実態

等について聞き取りを行います。 

イ 市町村は、必要に応じて、申請書類の再翻訳や海外医療機関等への診

療内容等の照会業務を国保連合会に委託するなど、海外療養費の支給

申請に対する審査を強化します。 

ウ 県は、不正請求事例について各市町村に情報提供するとともに、市

町村が行う支給申請書類の審査に対して助言等を行い支援します。 

 

３ 不正利得回収 

(1) 現状と課題 

市町村は、不正利得に係る案件のうち、広域的な対応が必要な案件（複

数の市町村にまたがるなど広域的に処理することが効果的・効率的と考

えられる案件）及び専門性を要する案件（返還金の回収に法的手続き等

が必要と想定される案件）の返還請求等の事務を県に委託することがで

きます。 

  なお、これまで県が受託した案件はありません。 

 

(2) 今後の方針 

不正利得が疑われる案件について、関係市町村と連携し、適切に対応

するとともに、他の市町村や関係機関に情報共有することにより、療養

（第２節より移動） 

2 海外療養費の適正化 

国保において、海外療養費の不正請求事案が複数明らかになってお

り、こうした不正請求について、一層の対策を進めることが求められ

ています。 

県では不正請求事例について各市町村に情報提供するとともに、市

町村が行う支給申請書類の審査に対して助言等を行い支援します。 

また、市町村は、支給申請時にパスポート等の提示を求め、渡航の

事実を確認するとともに、必要に応じて、申請書類の再翻訳や海外医

療機関等への診療内容等の照会業務を国保連合会に委託するなど、海

外療養費の支給申請に対する審査の強化を図ります。 

 

 

（第２節より移動） 

2 不正利得回収 

不正利得に係る案件のうち、県内の複数の市町村にまたがるなど広

域的に処理することが効果的・効率的と考えられる案件（広域的な対

応が必要な案件）及び返還金の回収に法的手続き等が必要と想定され

る案件（専門性を要する案件）の返還請求等の事務を市町村からの委

託を受けて県が実施することについて、今後市町村と協議していきま

す。 
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次期運営方針（案） 現行の運営方針 変更理由等 

費支給の適正化を目指します。 

 

 

第３節 第三者行為求償事務 

１ 現状と課題 

市町村は、保険給付の事由が第三者行為によって生じたものであると

きは、国保法第 64 条第 1 項の規定により、保険給付を行うと同時に、被

保険者が第三者に対して有する損害賠償請求権を代位取得することとさ

れています。 

国保財政の健全な運営を確保するために、被保険者には「第三者行為

による傷病届」の提出について周知徹底するとともに、担当職員の求償

技術の向上や警察署等関係機関との連携強化を図り、迅速かつ適切な事

務処理に努めています。 

また、自動車事故による被害の確実な把握と速やかな求償の実施のた

め、平成 28 年 3 月 18 日に、各市町村からの委任を受けた国保連合会が

損害保険協会等との間で「交通事故に係る第三者行為による傷病届等の

提出に関する覚書」を締結しました。 

なお、令和５年度の求償事務処理は、国保連合会による共同実施が 58

市町村、市町村による実施が 1 市町村となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 第三者行為求償事務 

市町村は、保険給付の事由が第三者行為によって生じたものであると

きは、国保法第 64 条第 1 項の規定により、保険給付を行うと同時に、被

保険者が第三者に対して有する損害賠償請求権を代位取得することとさ

れています。 

国保財政の健全な運営を確保するために、被保険者には「第三者行為

による傷病届」の提出について周知徹底するとともに、担当職員の求償

技術の向上や警察署等関係機関との連携強化を図り、迅速かつ適切な事

務処理に努めています。 

また、自動車事故による被害の確実な把握と速やかな求償の実施のた

め、平成 28 年 3 月 18 日に、各市町村からの委任を受けた国保連合会が

損害保険協会等との間で「交通事故に係る第三者行為による傷病届等の

提出に関する覚書」を締結しました。 

 

表 5-4 第三者行為求償事務の実施状況 

 

 

平成 28 年度の求償事務処理は、国保連合会による共同実施が 58 市町

村、市町村による実施が 1 市町村となっています。 

 

 

 

各取組の「1 

現状と課

題」に続き
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次期運営方針（案） 現行の運営方針 変更理由等 

表 5-5 第三者行為求償事務の実施状況 

 

（出典：福島県国民健康保険団体連合会「第三者行為求償事務実施状況について」） 

 

２ 今後の方針 

第三者行為求償の取組強化を図るため、次の取組みを進めます。 

(1) 第三者行為求償事務に係る数値目標の設定と評価 

市町村は、評価指標（傷病届の自主的な提出率、傷病届受理日まで

の平均日数、レセプトによる第三者行為の発見率、レセプトへの「10.

第三」の記載率）に対する数値目標を定めて、計画的な取組を進める

ことにより、ＰＤＣＡサイクルを確立して取組強化を図ります。 

その上で県は、各市町村の数値目標等を把握し、取組に関して適切

な助言・指導を行います。 

(2) 届け出のない第三者行為求償案件の発見 

傷病届の未届出を解消するため、市町村は、療養費等各種申請書、

診療報酬明細書、報道情報、警察等関係機関を通じた確認など「発見

の取組」について順次実施することとします。 

県は、交通事故等発生状況の提供体制の構築に向け、警察等関係機

関と調整するとともに、食中毒発生状況を情報提供するなど、市町村

の取組みを支援します。 

なお、国の第三者行為求償事務アドバイザーの活用状況については、

平成 27 年度の活用実績は、1 件（電話相談）となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（第５節より移動） 

第 5 節 第三者行為求償事務の取組の強化 

1 第三者行為求償事務に係る評価指標及び数値目標の設定 

市町村は、まず現状を評価し求償事務の改善を図るとともに、評価

指標（傷病届の自主的な提出率、傷病届受理日までの平均日数、レセ

プトによる第三者行為の発見率、レセプトへの「10.第三」の記載率）

に対する数値目標を定めて、計画的な取組を進めることにより、ＰＤ

ＣＡサイクルを確立して取組強化を図ることが重要です。 

その上で県は、各市町村における数値目標等を把握し、取組に関し

て適切な指導・助言、情報提供、研修会の開催などを実施するととも

に、第三者行為求償事務アドバイザーの活用や県医師会等の関係機関

との連携を行うなどにより県全体の第三者行為求償事務の底上げに

努めていきます。 

2  第三者行為求償による傷病届の把握 

第三者行為による被害に係る求償事務の取組強化に当たっては、そ

の契機となる傷病届を被保険者から確実に提出してもらう必要があ
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次期運営方針（案） 現行の運営方針 変更理由等 

(3) 傷病届等に関する周知・啓発 

交通事故等第三者の行為が原因で医療機関を受診した場合の医療保

険の取扱について、被保険者に周知しその認識度を高めることが重要

であるため、県及び市町村は、広報誌やホームページなどの広報媒体

を活用し、協力して周知・啓発に努めます。 

 (4) 求償能力向上に資する取組み 

第三者求償事務の課題に対応するために、国が委嘱している第三者

行為求償事務アドバイザーの活用を進めます。 

また、県は国保連合会と連携して研修会を開催するなど、職員の知

識向上を図り、求償事務の取組みを強化します。 

 

 

（第１節に移動） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（第２節に移動） 

 

 

 

ります。 

そこで、傷病届の未届出を解消するため、市町村は、療養費等各種

申請書、診療報酬明細書、報道情報、警察等関係機関を通じた確認な

ど「発見の取組」について順次実施することとします。 

3  傷病届等に関する周知・啓発 

交通事故等第三者の行為が原因で医療機関を受診した場合の医療

保険の取扱について、被保険者に周知しその認識度を高めることが重

要であるため、県及び市町村は、広報誌やホームページなどの広報媒

体を活用し、協力して周知・啓発に努めます。 

 

 

第 2 節 県による保険給付の点検、事後調整 

1 レセプト点検 

レセプト点検は、新制度においても、保険給付の実施主体である市町

村が一義的には実施する事務でありますが、県が財政運営の責任主体と

なることに伴い、県においては広域的又は医療に関する専門的な見地か

ら、市町村の行った保険給付の点検等が可能となります。 

そのため、県は、医療監視情報等を活用した専門性を生かした点検や

県内他市町村への転居後の請求情報の把握による点検等広域性を発揮し

た点検について、市町村及び国保連合会と連携し取り組んでいきます。 

 

2 不正利得回収 

不正利得に係る案件のうち、県内の複数の市町村にまたがるなど広域

的に処理することが効果的・効率的と考えられる案件（広域的な対応が

必要な案件）及び返還金の回収に法的手続き等が必要と想定される案件

（専門性を要する案件）の返還請求等の事務を市町村からの委託を受け
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第２節に移
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次期運営方針（案） 現行の運営方針 変更理由等 

 

 

 

（第２節に移動） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

て県が実施することについて、今後市町村と協議していきます。  

 

 

第 3 節 療養費の適正化 

1 あん摩・マッサージ・指圧、はり・きゅう及び柔道整復の療養費の適正

化療養費は、本来患者が費用の全額を支払った後、保険者に請求し支払

いを受ける「償還払い」が原則ですが、あん摩・マッサージ・指圧及び

はり・きゅうについては、保険者が施術所等の代理受領を認めている場

合、往診料や施術回数の水増し等による不正請求が生じている可能性が

あります。一方、柔道整復は、例外的な取扱いとして患者が自己負担分

を柔道整復師に支払い、柔道整復師が患者に代わって残りの費用を保険

者に請求する「受領委任払」が認められているため、いわゆる「部位転

がし」等による不正請求が生じる可能性があります。 

このような不正請求は、複数の保険者にまたがる場合が多いため、該

当市町村や後期高齢者医療広域連合と連携を図りながら、調査方法を検

討することとします。 

また、市町村等の調査を支援しつつ事例を積み上げながら、調査マニ

ュアルの作成について検討します。 

 

2 海外療養費の適正化 

国保において、海外療養費の不正請求事案が複数明らかになっており、

こうした不正請求について、一層の対策を進めることが求められていま

す。 

県では不正請求事例について各市町村に情報提供するとともに、市町

村が行う支給申請書類の審査に対して助言等を行い支援します。 

また、市町村は、支給申請時にパスポート等の提示を求め、渡航の事

 

 

 

第２節に移
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次期運営方針（案） 現行の運営方針 変更理由等 

 

 

 

 

 

（第１節に移動） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（第３節に移動） 

 

 

 

 

 

実を確認するとともに、必要に応じて、申請書類の再翻訳や海外医療機

関等への診療内容等の照会業務を国保連合会に委託するなど、海外療養

費の支給申請に対する審査の強化を図ります。 

 

 

第 4 節 レセプト点検の充実強化 

1 研修会の充実等 

市町村のレセプト点検は、点検員の直接雇用、業者への委託又はその

併用により実施されています。 

直接雇用のレセプト点検員の資質向上のため、「レセプト点検事務の手

引き」を活用し、基礎知識の習得を図るとともに、国保連合会と連携し、

レセプト点検員を対象とした医療給付専門指導員による研修会を引き続

き実施します。 

 

2 情報提供、助言・指導の充実 

県に設置した医療給付専門指導員によるレセプト点検の現地指導を引

き続き実施するとともに、点検の充実に向けた事例等の情報提供を実施

します。  

 

 

第 5 節 第三者行為求償事務の取組の強化 

1 第三者行為求償事務に係る評価指標及び数値目標の設定 

市町村は、まず現状を評価し求償事務の改善を図るとともに、評価指

標（傷病届の自主的な提出率、傷病届受理日までの平均日数、レセプト

による第三者行為の発見率、レセプトへの「10.第三」の記載率）に対す

る数値目標を定めて、計画的な取組を進めることにより、ＰＤＣＡサイ
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次期運営方針（案） 現行の運営方針 変更理由等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４節 高額療養費の多数回該当の取扱い 

１ 現状と課題 

高額療養費の多数回該当とは、直近 12 カ月の間に３回以上高額療養

費の対象になった場合、４回目以降はさらに自己負担限度額が引き下が

クルを確立して取組強化を図ることが重要です。 

その上で県は、各市町村における数値目標等を把握し、取組に関して

適切な指導・助言、情報提供、研修会の開催などを実施するとともに、

第三者行為求償事務アドバイザーの活用や県医師会等の関係機関との連

携を行うなどにより県全体の第三者行為求償事務の底上げに努めていき

ます。 

 

2  第三者行為求償による傷病届の把握 

第三者行為による被害に係る求償事務の取組強化に当たっては、その

契機となる傷病届を被保険者から確実に提出してもらう必要がありま

す。 

そこで、傷病届の未届出を解消するため、市町村は、療養費等各種申

請書、診療報酬明細書、報道情報、警察等関係機関を通じた確認など「発

見の取組」について順次実施することとします。 

 

3  傷病届等に関する周知・啓発 

交通事故等第三者の行為が原因で医療機関を受診した場合の医療保険

の取扱について、被保険者に周知しその認識度を高めることが重要であ

るため、県及び市町村は、広報誌やホームページなどの広報媒体を活用

し、協力して周知・啓発に努めます。 

 

 

第 6 節 高額療養費の多数回該当の取扱い 

平成 30 年度以降は、県も国保の保険者になることに伴い、県内の他市

町村に住所異動があっても、世帯の継続性が保たれている場合は、転出

地における高額療養費の多数回該当に係る該当回数を転入地に引き継
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次期運営方針（案） 現行の運営方針 変更理由等 

り、多数回該当の限度額が適用される特例制度です。 

県内の他市町村に住所を異動した場合でも、世帯の継続性が保たれて

いる場合は、転出地における高額療養費の多数回該当に係る該当回数を

転入地に引き継ぎ、前住所地から通算します。 

 

２ 今後の方針 

県内市町村から転入した場合の世帯の継続性は、次により判定するこ

ととします。 

なお、判定が難しい場合は、その都度県と協議することとし、当該結

果については、全市町村で共有することとします。 

 

(1) 一の世帯で完結する住所異動 

単なる住所異動で一の世帯のみで完結する住所異動の場合には、世帯

の分離や合併を伴わないため、世帯の継続性を認めます。 

「一の世帯で完結する住所異動」とは、次のいずれかに該当するもの

とします。 

ア 他の国保加入者を含む世帯と関わらず、当該世帯内の国保被保険者

の数が変わらない場合の住所異動 

具体的には、単なる転入及び世帯主の変更に伴う住所異動が該当 

イ 他の国保加入者を含む世帯と関わらず、資格の取得又は喪失による当

該世帯内の国保被保険者の数の増加又は減少を伴う場合の住所異動 

   具体的には、出産、社会保険離脱及び生活保護等による資格取得又

は死亡、社会保険加入及び生活保護開始等による資格喪失を伴う場合

の住所異動 

 

(2) 一の世帯で完結しない住所異動 

ぎ、前住所地から通算されることになります。  

県内市町村から転入した場合の世帯の継続性は、次により判定するこ

ととします。 

なお、次により判定が難しい場合は、その都度県と協議することとし、

当該結果については、全市町村で共有することとします。 

 

 

 

 

 

 

１ 一の世帯で完結する住所異動 

  単なる住所異動で一の世帯のみで完結する住所異動の場合には、世帯

の分離や合併を伴わないため、世帯の継続性を認めます。 

  「一の世帯で完結する住所異動」とは、次のいずれかに該当するもの

とします。 

(1) 他の国保加入者を含む世帯と関わらず、当該世帯内の国保被保険者の

数が変わらない場合の住所異動 

具体的には、単なる転入及び世帯主の変更に伴う住所異動が該当 

(2) 他の国保加入者を含む世帯と関わらず、資格の取得又は喪失による当

該世帯内の国保被保険者の数の増加又は減少を伴う場合の住所異動 

  具体的には、出産、社会保険離脱及び生活保護等による資格取得又は

死亡、社会保険加入及び生活保護開始等による資格喪失を伴う場合の住

所異動 

 

２ 一の世帯で完結しない住所異動 

方針」を記

載 
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次期運営方針（案） 現行の運営方針 変更理由等 

  世帯分離、世帯合併による一の世帯で完結しない住所異動（他の世帯

からの異動による国保被保険者の数の増加及び他の世帯への異動による

国保被保険者の数の減少をいう。）の場合には、異動後の世帯主が異動前

に世帯主として主宰していた世帯との継続性を認めます。 

 「一の世帯で完結しない住所異動」では、次の場合に継続性を認めま

す。 

ア 子ども世帯が親世帯と合併し、それと同時に、当該子ども世帯が世

帯主になる場合の住所異動 

世帯合併後の世帯主に着目して、子どもが異動前に主宰していた世

帯に継続性を認めます。 

イ 親世帯から子ども世帯が世帯分離し、新たな世帯を主宰する場合の

住所異動 

世帯分離後の世帯主に着目して、異動前に主宰していた世帯との継

続性を認めるため、子ども世帯には継続性を認めず、親世帯が該当し

ます。ただし、世帯主が子どもに変更された後に世帯分離する場合は、

子ども世帯に継続性を認めます。 

 

 

  世帯分離、世帯合併による一の世帯で完結しない住所異動（他の世帯

からの異動による国保被保険者の数の増加及び他の世帯への異動による

国保被保険者の数の減少をいう。）の場合には、異動後の世帯主が異動前

に世帯主として主宰していた世帯との継続性を認めます。 

  「一の世帯で完結しない住所異動」では、次の場合に継続性を認めま

す。 

(1) 子ども世帯が親世帯と合併し、それと同時に、当該子ども世帯が世帯

主になる場合の住所異動 

世帯合併後の世帯主に着目して、子どもが異動前に主宰していた世帯

に継続性を認めます。 

(2) 親世帯から子ども世帯が世帯分離し、新たな世帯を主宰する場合の住

所異動 

世帯分離後の世帯主に着目して、異動前に主宰していた世帯との継続

性を認めるため、子ども世帯には継続性を認めず、親世帯が該当します。

ただし、世帯主が子どもに変更された後に世帯分離する場合は、子ども

世帯に継続性を認めます。 

 

 

 



第６章 医療費の適正化の取組 

58 

 

第６章 医療費の適正化の取組（案） 

次期運営方針（案） 現行の運営方針 変更理由等 

趣旨：近年、国保の被保険者数は年々減少しているものの、被保険者全体

に占める 65 歳から 74 歳までの前期高齢者の割合は増加しています。

県は、市町村ごとの健康課題や保健事業の実施状況を把握し、医療費

適正化計画とも整合性を取る形で、予防・健康づくりや重症化予防等

の医療費適正化の取組を推進する必要があります。 

こうした背景も踏まえ、国保の財政運営の「支出面」の中心である

医療費の適正化を行い、国保財政の基盤強化を図るための取組を定め

ます。 

 

第 1 節 特定健康診査・特定保健指導 

1 現状と課題 

(1) 特定健康診査の実施状況 

令和３年度の特定健康診査（以下「特定健診」という。）実施率は、42.3%

で、全国平均（36.4%）を 5.9 ポイント上回っており、全国順位は 12 位

となっています。 

男女別では、男性が 39.0%（全国平均 33.1%）、女性が 45.8%（全国平

均 39.3%）であり、全ての年代で男性の実施率が女性を下回っています。 

なお、市町村国保の目標実施率である 60%以上を達成している市町村

は、10 市町村であり、うち８市町村は会津・南会津地方となっています。 

特に受診率が低い 40～50 歳代を対象に、土日祝日・夜間に特定健診

を実施するなどの実施率向上対策を 53 市町村が実施していますが、積

極的な受診勧奨の実施など効果的な方策について、さらに検証していく

必要があります。 

※ 特定健診は、生活習慣病予防のためメタボリックシンドローム（内臓

趣旨：国保の財政運営の「支出面」の中心である医療費の適正化を行い、

国保財政の基盤強化を図るための取組を定めます。 

また、予防や健康づくりなどの保健事業は、被保険者の健康の保持

増進や生活の質の向上に資する取組であるため、その充実強化を図る

ための取組を定めます。 

 

 

 

 

第 1 節 医療費適正化の現状 

１ 特定健康診査の実施状況 

特定健康診査（以下「特定健診」という。）実施率は、平成 27 年度は

40.0%（全国 36.3%）で全国を 3.7%上回っています。男女別では、男性

が 35.2%（全国 32.4%）、女性が 44.6%（全国 39.8%）であり、全ての

年代で男性の実施率が女性を下回っています。 

なお、市町村国保の実施率目標である 60%以上を達成している市町村

は、11 市町村であり、うち 9 市町村は会津・南会津地方となっています。 

平成 26 年度において、自己負担の軽減やがん検診と同時実施、土日祝

日・夜間の実施のいずれかの実施率向上策を 41 保険者が実施していま

すが、実施率が低い年齢層への積極的な受診勧奨の実施など効果的な方

策についてさらに検証していく必要があります。 

※ 特定健康診査（以下、「特定健診」という。）は、生活習慣病予防のた

めメタボリックシンドローム（内臓脂肪症候群）に着目し、40 歳か

ら 74 歳までの方に保険者が実施する健診です。 

(国 )次期運

営方針策定

要領を踏ま

え修正 

 

 

 

 

 

各取組の「1  

現状と課題」

に続き「２ 

今後の方針」

を記載 

その他、時点

修正等 
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次期運営方針（案） 現行の運営方針 変更理由等 

脂肪症候群）に着目し、40 歳から 74 歳までの方を対象に保険者が

実施する健診です。 

 

図 6-1 特定健診実施率の推移 

 （出典：国保中央会「市町村国保特定健診・特定保健指導実施状況概況報告書」）                            

 

図 6-2 男女別・年齢階級別の特定健診実施率（令和３年度） 

  （出典：国保中央会「市町村国保特定健診・特定保健指導実施状況概要報告書」） 

 

図 6-1 特定健診実施率の推移（平成 22 年度～平成 27 年度） 

 （出典：国保中央会「市町村国保特定健診・特定保健指導実施状況概況報告書」）                            

 

 

図 6-2 男女別・年齢階級別の特定健診実施率（平成 27 年度） 

    （出典：福島県国保連合会「特定健診受診率・特定保健指導終了率等」 

    国保中央会「市町村国保特定健診・特定保健指導実施状況概要報告書」） 
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次期運営方針（案） 現行の運営方針 変更理由等 

 

 

図 6-3 二次医療圏別の特定健診実施率の推移 

 （出典：厚生労働省「特定健康診査・特定保健指導の実施状況」） 

 

(2) 特定保健指導の実施状況 

令和３年度の特定保健指導実施率は 33.9%で、全国平均（27.9%）を

6.0 ポイント上回っており、「積極的支援」は 21.6%（全国平均 17.8%）、

「動機付け支援」は 37.5%（全国平均 31.1%）となっています。 

市町村国保の目標実施率である 60%以上を達成している市町村は 17

市町村であり、うち 10 市町村は会津・南会津地方となっています。 

※ 特定保健指導は、特定健診の結果から、生活習慣病の発症リスクが高

い方に対して、医師、保健師及び管理栄養士等が生活習慣を見直すた

めのサポートをするものです。リスクの程度に応じて、動機付け支援

と積極的支援があります。 

 

 

 

 

図 6-3 二次医療圏別の特定健診実施率の推移(平成 22 年度～27 年度) 

 （出典：福島県国保連合会「特定健診受診率・特定保健指導終了率等」） 

 

2 特定保健指導の実施状況 

特定保健指導実施率は、平成 27 年度は 24.4%（全国 25.1%）で全国

を 0.7%下回っており、「積極的支援」は 16.7%（全国 15.8%）、「動機付

け支援」は 27.5%（全国 28.3%）となっています。 

市町村国保の目標60%以上を達成している市町村は10市町村であり、

うち 8 市町村は会津・南会津地方となっています。 

男女別では、男性が 22.6%（全国 23.3%）、女性が 27.4%（全国 

28.7%）で、いずれも全国を下回っています。 

※ 特定保健指導は、特定健診の結果から、生活習慣病の発症リスクが高

い方に対して、医師、保健師及び管理栄養士等が生活習慣を見直すた

めのサポートをします。リスクの程度に応じて、動機付け支援と積極

的支援があります。 
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次期運営方針（案） 現行の運営方針 変更理由等 

 

図 6-4 特定保健指導実施率の推移 

（出典：国保中央会「市町村国保特定健診・特定保健指導実施状況概況報告書」） 

 

 

図 6-5 特定保健指導実施率の割合 

  （出典：国保中央会「市町村国保特定健診・特定保健指導実施状況概況報告書」） 

 

 

 

図 6-4 特定保健指導実施率の推移（平成 22 年度～平成 27 年度） 

（出典：国保中央会「市町村国保特定健診・特定保健指導実施状況概況報告書」） 

 

 

図 6-5 男女別・年齢階級別の特定保健指導実施率（H27 年度） 

 （出典：福島県国保連合会資料国保中央会「市町村国保特定健診・特定保健指導実施

状況概要報告書」） 
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次期運営方針（案） 現行の運営方針 変更理由等 

２ 今後の方針 

(1) 目標の設定 

第四期特定健診等実施計画（令和６年度～令和 11 年度）における目標

との整合性を図るため、令和 11 年度までに、全市町村が特定健診実施率

60%以上、特定保健指導実施率 60%以上となるよう設定します。 

 

〈参考〉第四期特定健診等実施計画における目標 

市町村国保：特定健診実施率 60%以上、特定保健指導実施率 60%以上 

 全 保 険 者：特定健診実施率 70%以上、特定保健指導実施率 45%以上 

 

 

 

 

(2) 主な取組 

○ 実施率向上対策 

県は、実施率の高い地域等について要因分析を行い、市町村に対し

て受診勧奨の効果的な取組等の横展開を図るとともに、地域の実情に

応じた工夫を図りつつ、より効果の高い取組を実施している市町村に

対してインセンティブを付与するなど、実施率向上に向けた取組を進

めます。 

○ 特定健診・特定保健指導に携わる人材育成 

県は、保健事業に従事する市町村の保健師等の保健指導知識・技術

の習得を支援するため、研修会を開催します。 

○ 市町村における健診結果データ等の活用推進支援 

市町村は、特定健診・特定保健指導関連データとレセプトを突合し、

得られたデータから取組の効果を評価し、質の高いサービスを提供す

 

図 6-6 二次医療圏別の特定保健指導実施率の推移（平成 22～27 年度） 

     （出典：福島県国保連合会資料） 

 

（第２節２より移動） 

２ 特定健診・特定保健指導の取組強化 

市町村は、特定健診等により、被保険者の経年的な健康状態の把握

や特定健診等の効果の評価に基づく効果的・効率的な資源投入が可能

となることから、特定健診等の実施率向上に向けた被保険者の受診機

会の確保に努めます。 

(1) 目標 

第３期特定健診等実施計画（平成 30 年度～35 年度）における目標

との整合性を図るため、平成 35 年度までに、全保険者が特定健診実

施率 60%以上、特定保健指導実施率 60%以上となるよう設定します。 

〈参考〉市町村国保の目標 

○ 第 3 期特定健診等実施計画における目標（平成 30 年度～35 年度） 

特定健診 実施率 60%以上、特定保健指導 実施率 60%以上 

次期特定健

診等実施計

画にあわせ

て修正 
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次期運営方針（案） 現行の運営方針 変更理由等 

ることが求められます。そのため、県は、市町村における健診等デー

タの有効活用や、効果的な保健指導の実施について助言や支援を行う

よう努めるとともに、健診データ等の分析を行い、本方針の評価・見

直しに活用します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２節 メタボリックシンドローム対策 

１ 現状と課題 

特定健診受診者のうち、令和３年度におけるメタボリックシンドロー

ム該当者は 19.2％（全国平均 16.6％）、予備群者は 12.7％（全国平均

12.5％）で、いずれも全国平均を上回り、メタボリックシンドローム該

当者と予備群者を合わせると全国で 3 番目に多い状況になっています。 

メタボリックシンドロームは、内臓肥満に高血圧・高血糖・脂質代謝

異常が組み合わさることにより、心臓病や脳卒中などになりやすい病態

を指します。もともと急性心筋梗塞の死亡率が高かった本県にとって、

メタボリックシンドローム該当者の増加は大きな懸念材料です。 

 

 

(2) 取組 

県は、実施率の高い地域等について要因分析を行い、市町村に対し

て受診勧奨等の効果的な取組例等の情報提供を通じた横展開を図る

とともに、市町村の特定健診の情報を県のホームページに掲載するな

ど普及啓発に努めます。また、実施率向上に向けてインセンティブの

強化を図るとともに、効率的な検査データの収集のため、健診等のデ

ータの提供について医療機関との連携に努めます。 

市町村は、実施率の向上に向けて特定健診受診者及び特定保健指導

利用者に対して効果的なインセンティブを付与する他、被保険者の健

康状態の把握に資するため、特定健診受診者に対して健診結果を通知

するとともに、被保険者の健康状態に応じた生活習慣の改善に対する

助言等の提供に努めます。 

 

 

３ メタボリックシンドローム該当者・予備群の状況 

平成 27 年度において、本県のメタボリックシンドローム該当者・予備

群の割合は、31.6%であり、全国（27.4%）で 2 番目に多い状況です。（国

保中央会「市町村国保特定健診・特定保健指導実施状況概要報告書」） 

また、本県においては、糖尿病、心疾患（高血圧性を除く）、脳血管疾

患などメタボリックシンドロームに起因するとみられる生活習慣病によ

る死亡数が半数以上を占めています。 
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次期運営方針（案） 現行の運営方針 変更理由等 

 

 

図 6-6 メタボリックシンドローム該当者・予備群者の割合 

（出典：厚生労働省「特定健康診査・特定保健指導に関するデータ」） 

 

図 6-7 メタボリックシンドローム該当者・予備群者の割合の年次推移 

（出典：厚生労働省「特定健康診査・特定保健指導に関するデータ」） 
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次期運営方針（案） 現行の運営方針 変更理由等 

２ 今後の方針 

○ 生活習慣病の早期発見・早期治療 

市町村は、特定健診により生活習慣改善の必要性が高いメタボリ

ックシンドロームの該当者・予備群者を効率的かつ確実に抽出すると

ともに、きめ細かな保健指導によって、一人一人の状態に合わせ、食

事や運動などの生活習慣を確実に改善できるよう取組を強化します。 

○ 健康づくりに関する普及・啓発 

県は、「ふくしま健民アプリ」を活用し、運動の意識付けや食生活

改善の取組など、健康維持につながる生活習慣の定着化を図ります。 

 

 

 

第３節 糖尿病性腎症重症化予防 

１ 現状と課題 

令和３年度における１人当たりの糖尿病患者の入院外医療費は、年間

13,918 円であり全国で５番目に高い医療費となっていますが、受療率は

全国で６（Ｐ）番目に低い状況となっています。 

また、新規透析患者数に占める糖尿病性腎症が原因である者の割合は、

全体の約半数を占め、全国平均より高い割合で推移しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ メタボリックシンドローム該当者・予備群の減少 

県は、市町村と協力し県民に運動を促す取組として「健民アプリ」

の導入による働き世代を中心とした運動の意識付けの取組や、食生活

改善の取組などを実施します。 

 

 

（第２節より移動） 

6 糖尿病性腎症重症化予防の実施状況 

本県における一人当たりの糖尿病患者の入院外の医療費は、年間 3

万円超であり全国で 4 番目に高い医療費となっています。（厚生労働

省保険局調べ） 

  また、平成 28 年における本県の糖尿病による死亡率（人口 10 万

対）は 16.3 人で全国 3 番目となっています。（厚生労働省「人口動態

統計」） 

平成 28 年度における重症化予防事業の取組状況は、29 市町村

（49.2%）が実施しており、主な取組内容としては、未受診者等への

受診勧奨やかかりつけ医と連携した保健指導などです。（保険者努力

支援制度（平成 28 年度前倒し分）に係る実績報告） 
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次期運営方針（案） 現行の運営方針 変更理由等 

 

図 6-8 1 人当たり糖尿病入院外医療費の都道府県別状況 

（出典：厚生労働省「医療費適正化基本方針の改正・医療費適正化計画について」） 

 

 

図 6-9 糖尿病受療率（人口 10 万対） 

（出典：厚生労働省「令和 2 年患者調査」） 
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次期運営方針（案） 現行の運営方針 変更理由等 

 

図 6-10 新規透析導入患者の推移 

（出典：日本透析医学学会「新規透析入院患者と糖尿病性腎症について」） 

注：統計調査結果は日本透析医学会により提供されたものであるが、結果の利用、

解析、結果および解釈は県が独自に行っているものであり、日本透析医学会

の考えを反映するものではない。 

 

２ 今後の方針 

糖尿病性腎症が重症化し、透析療法が必要となった場合、患者の

Quality Of Life（QOL）を著しく低下させ、国保財政にも大きな影響を

及ぼすことから、以下の取組を推進します。 

○ 糖尿病の早期発見・早期介入 

市町村は、特定健康診査・特定保健指導の着実な実施により、糖尿

病の早期発見・早期介入を推進し、糖尿病合併症の発症進展の抑制に

努めます。また、通院中の者であっても糖尿病の重症化リスクが高い

対象者に対しては、医療関係者と連携した保健指導を行うよう努め

ます。 

○ 関係機関等と連携した市町村支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（第２節より移動） 

６ 糖尿病性腎症重症化予防 

糖尿病性腎症が重症化し透析療法が必要となった場合、患者の

Quality Ｏf Life（QOL）を著しく低下させ、また、国保の財政にも

大きな影響を及ぼします。 

県は、県医師会、県糖尿病対策推進会議等関係団体と協力し平成 29

年度に策定した重症化予防プログラムにおいて保健指導を行うべき

重症化予防対象者の基準などを明確化するとともに、当該プログラム

に基づき地域の医師会等の関係団体と問題意識を共有し有効な重症

化予防の取組ができるよう市町村を支援します。また、市町村の重症

化予防の取組をより一層推進するためインセンティブの強化を図り

ます。 

市町村は、通院中の者であっても糖尿病の重症化リスクが高い対象者に
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次期運営方針（案） 現行の運営方針 変更理由等 

県は、県医師会及び県糖尿病対策推進会議と連名で平成 29 年

度に「福島県糖尿病性腎症重症化予防プログラム」を策定しまし

た。このプログラムに基づき、市町村は重症化リスクが高い対象

者を選定し、医療関係者等と連携して有効な重症化予防事業を実

施します。県は、その事業が円滑に実施できるよう市町村を支援

します。 

○ 糖尿病性腎症重症化予防に向けた市町村国保への支援 

県は、保健福祉事務所に設置した連絡会議を通じて、市町村及び医

療関係者との連携を図るとともに、指導経験の豊富な保健師等を保

健福祉事務所に配置し、生活習慣病の改善につながる保健指導の実

施方法等について助言等を行うことにより、重症化予防に向けた実

践的な支援を行います。 

 

 

第４節 後発医薬品（ジェネリック医薬品） 

１ 現状と課題 

(1) 使用割合 

令和 3 年度の本県の使用割合は、数量ベースで 83.3％と全国平均

（82.1％）より高く、第四期医療費適正化計画基本方針で示されている

目標値 80%を超えています。 

 

 

 

 

 

 

対しては、医療関係者と連携した保健指導を行い、被保険者の健康保持・

増進、ＱＯＬの維持とともに、医療費の適正化に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4 後発医薬品の使用状況 

(1) 使用割合 

平成 28 年の本県の使用割合（数量ベース、平均）は 66.2%であり、二

次医療圏別（数量ベース）では、会津地域の使用割合が最も高く、県北、

県中と続きます。 

また、相双地域は、最も低く県平均との差は 8.5%となっています。 
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次期運営方針（案） 現行の運営方針 変更理由等 

 

 

図 6-11 処方薬に占める後発医薬品の割合（令和３年度） 

（出典：厚生労働省「調剤医薬費の動向） 

 

(2) 後発医薬品利用差額通知の実施状況 

令和３年度において、全市町村が差額通知を実施しています。 

また、差額通知の作成は、53 市町村が国保連合会に委託し、4 市町村

がその他の業者に委託しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-7  二次医療圏別の使用割合（平成 28 年） 

 

 

 

(2) 後発医薬品利用差額通知の実施状況（厚生労働省「国民健康保健事業

実施状況報告」） 

平成 28 年度において、差額通知は、57 市町村（96.6%）が実施して

います。 

また、差額通知は、53 市町村が国保連合会に委託し、4 市町村が国保

連合会以外の業者に委託して実施しています。 

 

(3) 使用促進の取組状況（平成 28 年 6 月 福島県国民健康保険課調査） 

希望カード、希望シールの配布は、17 市町村（28.8%）が実施してい

ます。 

パンフレットや広報誌の活用などの使用促進の啓発は、31 市町村

（52.5%）で実施しています。  
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次期運営方針（案） 現行の運営方針 変更理由等 

２ 今後の方針 

(1) 目標 

  使用割合が数量ベースで 80％以上を維持することを目指します。 

(2) 主な取組 

○ 差額通知の送付 

県は、全ての市町村が差額通知及び切り替え状況の確認を実施で

きるよう助言を行うとともに、後発医薬品使用促進に向けた県交付

金でのインセンティブを付与するなど、市町村の取組を支援します。 

○ 周知・啓発 

県は、後発医薬品への理解醸成を図るための広報や一般向け出前

講座を実施するとともに、「福島県後発医薬品安心使用促進協議会」

と連携し、利用促進に向けた周知・啓発に取り組みます。 

 

 

 

 

第５節 重複受診、頻回受診等 

１ 現状と課題 

令和３年度において、保健師による重複受診、頻回受診、長期受診等

に係る訪問指導は、39（Ｐ）市町村が実施しています。 

また、重複投薬者を把握し、文書送付等の取組を実施しているのは 16

（Ｐ）市町村です。 

※ 重複受診…同一傷病で 2 カ所以上の医療機関を受診 

    頻回受診…同一傷病で同一月内に同一診療科目を概ね 15 回以上受診 

    長期受診…6 ヶ月を超える加療を継続 

    重複投薬…複数の医療機関から同一の薬効の薬剤を処方 

４ 後発医薬品の使用促進 

後発医薬品は、先発医薬品に比べ薬価が安く、その普及は被保険者

の負担軽減、医療保険財政の改善に寄与するものです。 

(1) 目標 

  平成 32 年 9 月までに使用割合（数量ベース）80％以上を目指し、

その後も 80%以上を維持します。 

(2) 取組 

県は、全ての市町村が差額通知及び切り替え状況の確認を実施でき

るよう助言を行うとともに、使用促進に向けたインセンティブの強化

を図り市町村の取組を支援します。また、後発医薬品への理解を深め

てもらうための広報や一般向け出前講座を実施する他、医療関係者等

の理解促進を図るため、「福島県後発医薬品安心使用促進協議会」と連

携して、医療関係者を対象とした研修会の開催等の取組を実施しま

す。 

 

 

5 重複受診、頻回受診、長期受診、重複投薬等への訪問指導の実施状況 

平成 28 年度において、県調整交付金を活用した保健師による重複受診、

頻回受診、長期受診等に係る訪問指導は、39 市町村が実施しています。

（福島県国民健康保険課調べ） 

また、平成 28 年度において、重複投薬者を把握し、文書の送付等の取

組を実施しているのは 16 市町村です。（保険者努力支援制度（平成 28 年

度前倒し分）に係る実績報告） 

  ※ 重複受診…同一傷病で 2 カ所以上の医療機関を受診 

    頻回受診…同一傷病で同一診療科目を概ね 15 回以上受診 

    長期受診…6 ヶ月を超える加療を継続 
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次期運営方針（案） 現行の運営方針 変更理由等 

 

２ 今後の方針 

○ 重複受診、頻回受診、重複投薬等への訪問指導等 

市町村は、レセプト情報等により重複受診、頻回受診者等の対象者

を抽出し、保健師等の訪問指導を行うことにより、適正受診を図りま

す。 

○ 関係団体との連携 

重複投薬や多投薬者等に対して、地域薬剤師会の協力を得て薬剤

師等による訪問指導を行い、医薬品の適正使用を促進していく必要

があります。県は、レセプト情報による対象者の抽出や訪問活動のあ

り方などについて、県薬剤師会等と連携して取り組むとともに、市町

村の取組に対してインセンティブの推進も検討していきます。 

 

 

 

 

 

（第３節に移動） 

 

 

 

 

 

 

 

 

    重複投薬…複数の医療機関から同一の薬効の薬剤を処方 

 

５ 重複受診、頻回受診、重複投薬等への訪問指導等 

市町村は、レセプト情報等により重複受診、頻回受診者等の対象者

を抽出し、保健師等の訪問指導を行うことにより適正受診を図る取組

を実施しています。 

一方、平成 28 年度の市町村国保における調剤費の一人当たり医療

費に占める割合は、20.5%で、全国（18.4%）を 2.1%上回っています。

（国保中央会「医療費速報」） 

そのため、重複投薬や多投薬者等に対して、地域薬剤師会の協力を

得て薬剤師等による訪問指導を行い医薬品の適正使用を促進してい

く必要があります。 

県は、レセプト情報による対象者の抽出や訪問活動のあり方などに

ついて、県薬剤師会等と連携して取り組むとともに、市町村の取組に

対してインセンティブの推進も検討していきます。 

 

 

6 糖尿病性腎症重症化予防の実施状況 

本県における一人当たりの糖尿病患者の入院外の医療費は、年間 3 万

円超であり全国で 4 番目に高い医療費となっています。（厚生労働省保

険局調べ） 

  また、平成 28 年における本県の糖尿病による死亡率（人口 10 万対）

は 16.3 人で全国 3 番目となっています。（厚生労働省「人口動態統計」） 

平成 28年度における重症化予防事業の取組状況は、29市町村（49.2%）

が実施しており、主な取組内容としては、未受診者等への受診勧奨やか

かりつけ医と連携した保健指導などです。（保険者努力支援制度（平成 28
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次期運営方針（案） 現行の運営方針 変更理由等 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

第６節 医療費通知 

１ 現状と課題 

現在、年６回以上通知することで県内統一しています。 

また、医療費通知について、55 市町村が国保連合会に委託、3 市町村

がその他の業者に委託、1 市町村が自ら作成しています。 

医療費通知は、自らの医療費の実情を理解してもらい、健康に対する

認識を深めてもらうとともに、身に覚えのない請求が含まれていないか

確認してもらうことで医療費適正化を図るものです。 

一方で、医療費抑制にどの程度有効であるか、検証する必要がありま

す。 

 

２ 今後の方針 

○ 効果的・効率的な実施方法の検討 

県は、通知回数や通知内容などについて、費用対効果も考慮した効

果的・効率的な実施方法を市町村と協議し、決定します。 

 

 

年度前倒し分）に係る実績報告） 

 

 

7 予防・健康づくりへの取組状況（福島県国民健康保険課調べ） 

平成 27 年度において、48 市町村（81.4%）が取り組んでいます。 

主な取組内容は、健康相談会の開催・参加者へのインセンティブ、中

学生を対象とした啓発活動、ロコモ予防教室の開催などです。 

 

 

８ 医療費通知の実施状況（厚生労働省「国民健康保険事業実施状況報告」） 

平成 28 年度において、58 市町村（98.3%）の保険者が実施していま

す。 

１年間の通知回数は、31 市町村が 6 回で最も多くなっています。 

また、医療費通知は、54 市町村が国保連合会に委託、3 市町村が国保

連合会以外の業者に委託、1 市町村が自ら実施しています。 

 

 

７ 医療費通知 

医療費通知は、自らがかかった医療費の実情を理解してもらうとと

もに、健康に対する認識を深めてもらうため実施しています。 

医療費通知を被保険者が見ることで、受診していない請求がなされ

ていることが判明することもあり、医療費の適正化にも寄与している

側面があります。    

また、ほとんどの市町村において、医療費通知の送付を実施してい

ることから、医療費通知が医療費適正化に有効に活用されるよう、被

保険者への普及啓発の取組を促進していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各取組の「1  

現状と課題」

に続き「２ 

今後の方針」

を記載 
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次期運営方針（案） 現行の運営方針 変更理由等 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

第７節 市町村データヘルス計画 

１ 現状と課題 

市町村は、第四期市町村データヘルス計画（令和６年度～令和 11 年

度）を策定します。 

県は、市町村ごとの医療データを抽出・集計し、各市町村に提供する

ほか、国保連合会や保健事業支援・評価委員会と連携を図りながら、市

町村が円滑に計画を策定することができるよう支援します。 

 

２ 今後の方針 

○ 評価・検証 

市町村は、策定した計画について PDCA サイクルを循環させ、継

続的な評価・改善を行います。 

また、国保データベース（KDB）システムを活用し、医療費の適

  県は、全ての市町村が実施できるよう助言を行うとともに、通知回

数や通知内容などについて検証し、費用対効果も考慮した効果的・効

率的な実施方法を市町村と協力し検討していきます。 

 

 

第２節 医療費適正化対策の充実強化 

第２章でも記述したとおり、本県の一人当たりの医療費は増加してい

くことが予想されることから、被保険者が負担する保険料（税）の上昇

抑制や国保財政の安定化を図るため、医療費の適正化をより一層進めて

いく必要があります。 

そこで、県及び市町村は、保険者努力支援制度に定められる取組内容

を勘案しながら、医療費適正化に資する取組を推進していきます。 

 

１ データヘルス計画 

(1) データヘルス計画の策定等 

平成 28 年度末までに策定が完了しているのは 49 市町村（83.1%）で

す。 

平成 30 年度末までに全ての市町村が計画を策定することを目指しま

す。 

また、計画期間が終了した市町村は、次期データヘルス計画を策定し

ます。 

県は、国保連合会や保健事業支援・評価委員会と連携を図りながら市

町村において円滑な計画の策定及び推進ができるよう支援します。 

（2）データヘルス計画のＰＤＣＡサイクルによる実施 

健康・医療情報を活用してＰＤＣＡサイクルに沿った効果的かつ効率

的な保健事業の実施計画を策定し、その実施及び評価を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各取組の「1  

現状と課題」

に続き「２ 

今後の方針」

を記載 
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次期運営方針（案） 現行の運営方針 変更理由等 

正化、発症予防、さらには、重症化予防を意識したデータ分析や事業

の構築に向けた取組を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-12 データヘルス計画におけるＰＤＣＡサイクル 

 

 

国保データベースシステムにおいては、国保と特定健診・特定保健指

導及び介護保険等の給付情報等を結びつけて分析することが可能となっ

ています。 

ＰＤＣＡサイクルのうち、特に「評価」と「改善」を重視し、医療費

の適正化、発症予防、さらには、重症化予防を意識したデータ分析や事

業の構築に向けた取組を行います。 

※ データヘルスは、レセプトデータ、健診情報等のデータ分析に基づき

ＰＤＣＡサイクルに沿って効率的・効果的に実施される保健事業で

す。    
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次期運営方針（案） 現行の運営方針 変更理由等 

（第１節に移動） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 特定健診・特定保健指導の取組強化 

市町村は、特定健診等により、被保険者の経年的な健康状態の把握や

特定健診等の効果の評価に基づく効果的・効率的な資源投入が可能とな

ることから、特定健診等の実施率向上に向けた被保険者の受診機会の確

保に努めます。 

(1) 目標 

第３期特定健診等実施計画（平成 30 年度～35 年度）における目標と

の整合性を図るため、平成 35 年度までに、全保険者が特定健診実施率

60%以上、特定保健指導実施率 60%以上となるよう設定します。 

〈参考〉市町村国保の目標 

○ 第 3 期特定健診等実施計画における目標（平成 30 年度～35 年度） 

特定健診 実施率 60%以上、特定保健指導 実施率 60%以上 

 

(2) 取組 

県は、実施率の高い地域等について要因分析を行い、市町村に対して

受診勧奨等の効果的な取組例等の情報提供を通じた横展開を図るととも

に、市町村の特定健診の情報を県のホームページに掲載するなど普及啓

発に努めます。また、実施率向上に向けてインセンティブの強化を図る

とともに、効率的な検査データの収集のため、健診等のデータの提供に

ついて医療機関との連携に努めます。 

市町村は、実施率の向上に向けて特定健診受診者及び特定保健指導利

用者に対して効果的なインセンティブを付与する他、被保険者の健康状

態の把握に資するため、特定健診受診者に対して健診結果を通知すると

ともに、被保険者の健康状態に応じた生活習慣の改善に対する助言等の

提供に努めます。 

 

第１節に移

動 
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次期運営方針（案） 現行の運営方針 変更理由等 

（第２節に移動） 

 

 

 

 

（第４節に移動） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（第５節に移動） 

 

 

 

 

 

 

３ メタボリックシンドローム該当者・予備群の減少 

    県は、市町村と協力し県民に運動を促す取組として「健民アプリ」の

導入による働き世代を中心とした運動の意識付けの取組や、食生活改善

の取組などを実施します。 

  

４ 後発医薬品の使用促進 

後発医薬品は、先発医薬品に比べ薬価が安く、その普及は被保険者の

負担軽減、医療保険財政の改善に寄与するものです。 

(1) 目標 

  平成 32 年 9 月までに使用割合（数量ベース）80％以上を目指し、そ

の後も 80%以上を維持します。 

(2) 取組 

県は、全ての市町村が差額通知及び切り替え状況の確認を実施できる

よう助言を行うとともに、使用促進に向けたインセンティブの強化を図

り市町村の取組を支援します。また、後発医薬品への理解を深めてもら

うための広報や一般向け出前講座を実施する他、医療関係者等の理解促

進を図るため、「福島県後発医薬品安心使用促進協議会」と連携して、医

療関係者を対象とした研修会の開催等の取組を実施します。 

 

５ 重複受診、頻回受診、重複投薬等への訪問指導等 

市町村は、レセプト情報等により重複受診、頻回受診者等の対象者を

抽出し、保健師等の訪問指導を行うことにより適正受診を図る取組を実

施しています。 

一方、平成 28 年度の市町村国保における調剤費の一人当たり医療費

に占める割合は、20.5%で、全国（18.4%）を 2.1%上回っています。（国

保中央会「医療費速報」） 

第２節に移

動 

 

 

 

第４節に移

動 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５節に移

動 
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次期運営方針（案） 現行の運営方針 変更理由等 

 

 

 

 

 

 

 

（第３節に移動） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（第６節に移動） 

 

 

 

 

そのため、重複投薬や多投薬者等に対して、地域薬剤師会の協力を得

て薬剤師等による訪問指導を行い医薬品の適正使用を促進していく必要

があります。 

県は、レセプト情報による対象者の抽出や訪問活動のあり方などにつ

いて、県薬剤師会等と連携して取り組むとともに、市町村の取組に対し

てインセンティブの推進も検討していきます。 

 

６ 糖尿病性腎症重症化予防 

糖尿病性腎症が重症化し透析療法が必要となった場合、患者のＱuality 

Ｏf Life（ＱＯＬ）を著しく低下させ、また、国保の財政にも大きな影

響を及ぼします。 

県は、県医師会、県糖尿病対策推進会議等関係団体と協力し平成 29 年

度に策定した重症化予防プログラムにおいて保健指導を行うべき重症化

予防対象者の基準などを明確化するとともに、当該プログラムに基づき

地域の医師会等の関係団体と問題意識を共有し有効な重症化予防の取組

ができるよう市町村を支援します。また、市町村の重症化予防の取組を

より一層推進するためインセンティブの強化を図ります。 

市町村は、通院中の者であっても糖尿病の重症化リスクが高い対象者

に対しては、医療関係者と連携した保健指導を行い、被保険者の健康保

持・増進、ＱＯＬの維持とともに、医療費の適正化に努めます。 

 

７ 医療費通知 

医療費通知は、自らがかかった医療費の実情を理解してもらうととも

に、健康に対する認識を深めてもらうため実施しています。 

医療費通知を被保険者が見ることで、受診していない請求がなされて

いることが判明することもあり、医療費の適正化にも寄与している側面

 

 

 

 

 

 

 

第３節に移

動 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第６節に移

動 
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次期運営方針（案） 現行の運営方針 変更理由等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第８節 医療費適正化計画との関係 

１ 現状と課題 

県は、第四期福島県医療費適正化計画（令和６年度～令和 11 年度）を

策定し、医療保険制度の枠組みを超え、全県民の生活の質の維持・向上

を図りながら、医療費の過度の増大を抑え、持続可能な医療提供体制の

確保に取り組むこととしています。 

具体的には、「県民の健康の保持の推進」及び「医療の効率的な提供の

推進」に関して、政策目標並びに目標を達成するための施策、さらにそ

の施策を推進するために関係者に期待される役割が定められています。

医療保険者には、各保険者が実施する特定健診・特定保健指導について、

実施率等の数値目標を定め、その達成に向けた取組みが示されています。 

 

２ 今後の方針 

本運営方針においても、こうした医療費適正化計画における目標や施

策、関係者に期待される役割等の内容を踏まえ、県及び市町村が医療費

適正化に資する取組を推進します。 

があります。 

また、ほとんどの市町村において、医療費通知の送付を実施している

ことから、医療費通知が医療費適正化に有効に活用されるよう、被保険

者への普及啓発の取組を促進していきます。 

県は、全ての市町村が実施できるよう助言を行うとともに、通知回数

や通知内容などについて検証し、費用対効果も考慮した効果的・効率的

な実施方法を市町村と協力し検討していきます。 

 

 

第３節 医療費適正化計画との関係 

医療費の適正化については、保険料（税）の上昇抑制や国保財政の安

定化を図るため第２節において記述した県及び市町村の取組を推進する

他、県は、医療費適正化計画（平成 30 年度～35 年度）を策定し、医療

保険制度の枠組みを超えて全県において、県民生活の質の維持・向上を

図りながら、医療費の過度の増大を抑え、持続可能な医療提供体制の確

保に取り組んでいくこととしています。 

具体的には、医療費適正化計画において、「県民の健康の保持の推進」

と「医療の効率的な提供の推進」に関して政策目標及び目標を達成する

ための施策を定めた上で、その施策を推進するために関係者に期待され

る役割、例えば、医療保険者に期待される役割としては、各保険者が掲

げる特定健診・特定保健指導実施率等の数値目標の達成に向けて取り組

むこと等が示されています。 

本運営方針においても、こうした医療費適正化計画における目標や施

策、関係者に期待される役割等の内容を踏まえ、県及び市町村が医療費

適正化対策に取り組んでいくこととしています。 
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第７章 市町村が担う事務の広域的及び効率的な運営の推進（案） 

次期運営方針（案） 現行の運営方針 変更理由等 

趣旨：市町村が担う事務について、これまで市町村は、法令の範囲内で独

自の運用を行ってきましたが、一方で、保険給付は全国共通であるた

め、被保険者が受けられるサービスも同程度であることが望まれます。 

このため、県内の各市町村における住民サービス等に大きく差異が

生じないよう、事務の標準化・広域化によって、住民サービスを向上

しつつ均てん化することが重要です。特に、今後も被保険者数の減少

によって小規模化が進む保険者にとって、事務の効率化を進めること

は住民サービスの向上に大きく寄与すると考えられます。 

このことから、県は、市町村の意向・要望を聴取した上で、市町村

が担う事務の標準化、広域化及び効率化を図る取組について検討しま

す。 

 

※ 標準化：市町村が基準を決めるに当たって基本となるもの。ただし、

市町村の事情により標準化したものと異なる取扱いとする

ことができる。 

※ 広域化：市町村の事務を共同で実施するもの。 

 

 

第 1 節 標準化、広域化、効率化に向けた取組 

１ これまでの標準化等の取組 

(1) 被保険者証の様式 

 被保険者証の様式は、国保法施行規則の様式に基づき、各市町村が所

要の調整を加えて発行していましたが、様式が異なることで被保険者（特

に県内異動者）や医療機関の混乱が生じるおそれがあるため、平成 30 年

趣旨：市町村が担う事務において、これまで 59 市町村がそれぞれに行って

きましたが、制度改革を機に、標準化を進めるべきもの、あるいは広

域的に実施することで効率化が図れるものなどについて定めます。 

   また、平成 30 年度以降も標準化、広域化、効率化が図られる業務に

ついては、引き続き検討していきます。 

 

※ 標準化：市町村が基準を決めるに当たって基本となるもの。ただし、

市町村の事情により標準化したものと異なる取扱いとする

ことができる。 

※ 広域化：市町村の事務を共同で実施するもの。 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1 節 標準化、広域化、効率化に向けた取組 

１ 被保険者証の様式 

 被保険者証の様式は、国保法施行規則の様式を基本として、各市町村

が所要の調整を加えて発行していますが、制度改革を機に、被保険者（特

に県内異動者）や医療機関にわかりやすくするため、平成 30 年度から被

保険者証の様式を統一します。 

(国)次期運

営方針策定

要領を踏ま

え修正 
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次期運営方針（案） 現行の運営方針 変更理由等 

度から被保険者証の様式を統一しました。 

 

 

(2) 葬祭費の支給額 

  被保険者が死亡した場合、各市町村が条例の定めるところにより葬祭

費を支給していますが、平成 30 年度から支給額を全市町村５万円に標

準化しました。 

 

 

 

 

 

(3) 一部負担金の減免基準 

保険料（税）及び一部負担金の減免については、市町村が地域の事情

を踏まえて基準を定めていることから、基準の統一には多くの課題があ

ります。 

そこで、一部負担金の減免については、平成 30 年度から国の特別調整

交付金の財源補填の要件（下記通知）をもって標準化しました。 

※ 「一部負担金の徴収猶予及び減免並びに療養取扱機関の一部負担金

の取扱いについて（平成 28 年 3 月 31 日付け保発 0331 第 23 号厚生

労働省保険局長通知）」 

 

 

２ 標準化、広域化等に向けた検討 

県は、市町村の意向・要望を聴取した上で、市町村が担う事務の共通

化、収納対策や医療費適正化対策の共同実施、職員に対する研修会の実

また、平成 30 年度以降もさらなる事務の効率化、標準化に向け、更新

時の被保険者証の印刷等の集約化についても検討します。 

 

２ 葬祭費の支給額 

  葬祭費は、被保険者が死亡した場合、各市町村が条例の定めるところ

により支給しており、平成 30 年度から 5 万円に標準化します。   

表 7-1 葬祭費の支給状況 

葬祭費支給額 市町村数 

30,000 円 4 市町 

50,000 円 52 市町村 

60,000 円 3 市町村 

 

３ 一部負担金の減免基準 

保険料（税）及び一部負担金の減免については、市町村が地域の事情

を踏まえて基準を定めていることから、基準の統一には課題が多い現状

にあります。 

そこで、一部負担金の減免については、平成 30 年度から国の特別調整

交付金の財源補填の要件（下記通知）をもって標準化します。 

※ 「一部負担金の徴収猶予及び減免並びに療養取扱機関の一部負担金

の取扱いについて」平成 28 年 3 月 31 日付け保発 0331 第 23 号 厚

生労働省保険局長通知 
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次期運営方針（案） 現行の運営方針 変更理由等 

施など、標準化、広域化及び効率化を図る取組について検討します。 

(1) 高額療養費支給事務の標準化 

高額療養費制度においては、各市町村の判断により、被保険者の申請

手続を簡素化することが可能になりました。それにより、被保険者の申

請に係る負担及び市区町村の事務負担を軽減することができるため、今

後、簡素化に向けた検討を進めます。 

(2) 地方単独医療費助成事業の公費化 

本県では、地方単独医療費助成事業について、保険医療機関等での被

保険者の受診方法、診療報酬の請求支払方法等の取扱いが、市町村や助

成事業毎によって異なっています。 

この取扱いを国等公費による医療費助成事業と同じ受診方法、請求支

払方法等に標準化するため、地方単独医療費助成事業の公費化を進めま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 地方単独医療費助成事業の公費化 

本県では、地方単独医療費助成事業について、保険医療機関等での被

保険者の受診方法、診療報酬の請求支払方法等の取扱が、市町村毎と助

成事業毎によって異なっています。 

この取扱を国等公費による医療費助成事業と同じ受診方法、請求支払

方法等に標準化するため、地方単独医療費助成事業の公費化（以下「地

単公費化」という。）を進めます。 

地単公費化を図ることで、保険医療機関等からの診療報酬請求につい

て、国等公費による医療費助成事業と同様に法定給付割合の診療報酬明

細書に公費番号を付すことで、保険給付分と医療費助成分を明確に分け

て請求することができ、医療費の支払方法が標準化されます。また、こ

れにより、保険給付分の請求支払について、県から国保連合会に直接支

払うことが可能となり、市町村の事務負担の軽減が図られることとなり

ます。 

現在、任意給付（保険給付 10 割）で実施している地方単独医療費助成

事業（18 歳までの被保険者に係る医療費助成及び妊産婦医療費助成）に

ついては、できる限り早い時期に課題の解決と開始時期の決定を行える

よう、関係者との協議を進めていきます。 
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次期運営方針（案） 現行の運営方針 変更理由等 

 

３ 市町村事務の共同実施 

事務の共同実施については、国保連合会との連携が必要であることか

ら、現在の運営上の課題等について、更に検討を進めていきます。 

また、現在、多くの市町村が国保連合会に委託している次の業務につ

いて、共同化を検討します。 

(1) 保険者事務の共同実施 

① 通知等の作成 

資格確認書等の作成、被保険者台帳の作成、高額療養費の申請勧奨通

知の作成、療養費支給決定帳票の作成、高額療養費支給申請・決定帳票

の作成、高額療養費通知の作成 

② 計算処理 

高額療養費支給額計算処理業務、高額介護合算療養費支給額計算処理

業務、退職被保険者の適用適正化電算処理業務 

③ 統計資料 

事業月報・年報による各種統計資料の作成 

④ 資格・給付関係 

資格管理業務、資格・給付確認業務、被保険者資格及び異動処理事務、

給付記録管理業務 

⑤ その他 

各種広報事業、国庫補助金等関係事務、共同処理データの提供、市町

村基幹業務支援システムへの参加促進 

(2) 医療費適正化の共同実施 

医療費通知の実施、後発医薬品差額通知書の実施、後発医薬品調剤実

績・削減効果実績の作成、レセプト点検の実施、レセプト点検担当職員

への研修、第三者行為求償事務共同処理事業、医療費適正化に関するデ
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次期運営方針（案） 現行の運営方針 変更理由等 

ータの提供、高度な医療費の分析 

(3) 収納対策の共同実施 

納期内納付・口座振替の促進等に係る広報 

(4) 保健事業の共同実施 

特定健診の受診促進に係る広報、特定健診・特定保健指導等の研修会・ 

意見交換会の実施、特定健診データの活用に関する研修、特定保健指

導の共通プログラムの作成、特定健診・特定保健指導の委託単価・自己

負担額の統一、重複・頻回受診者に対する訪問指導の実施、糖尿病性腎

症重症化予防の取組の実施 

 

 

第 2 節 市町村事務処理標準システムの導入 

市町村が担う事務の標準化、広域化及び効率化を推進するためには、

市町村が使用する事務処理システムの標準化も重要です。 

国は、地方公共団体情報システムの標準化に関する法律（令和３年法

律第 40 号）に基づき、令和７年度末までに同法に規定する標準化基準に

適合するシステムの利用が義務付けられ、「市町村事務処理標準システ

ム 」についても、この標準化基準に対応してガバメントクラウドに実装

し、順次、機能を追加することとしています。 

そのため、市町村においても、国保の「市町村事務処理標準システム」

を導入することにより、制度改正に伴う自治体単位でのシステム改修の

対応が不要になるほか、事務の標準化によって、システムの運用コスト

の縮減、自治体の事務負担の軽減など、国保制度の効率的な運営につな

げることができます。 

県は、市町村事務処理標準システムの導入に対する国の動向について

市町村に情報提供を行うなど、導入に向けた支援を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2 節 市町村事務処理標準システムのクラウド化による共同利用 

今回の制度改革に伴い、国は、市町村の事務の効率化、コスト削減、

標準化を進めるため、市町村事務処理標準システム（以下、「標準システ

ム」という。）を開発し導入を促進しています。 

  導入の可否については、市町村の住民基本台帳ネットワークシステム

等の基幹システムとの連携及び運用を含めたコストなどを踏まえ、市町

村が総合的に判断することとなります。 

  標準システムのクラウド化による複数市町村での共同利用（以下、「共

同利用」という。）については、システムの運用状況や市町村におけるシ

ステムや共同利用の希望、他都道府県の共同利用の成果などを踏まえ、

必要に応じて検討して行きます。 

  共同利用のメリットは、クラウドサービスとして提供される一部のＩ

Ｔ資産の使用料、保守費などを按分可能なため、費用削減が期待できま

す。 

  共同利用可能なクラウドベンダの有無、市町村数に応じた費用削減効

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事務処理標

準システム

の導入が義

務付けられ

たことから

修正 
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次期運営方針（案） 現行の運営方針 変更理由等 

 

 

 

果の有無、運用面と費用面のバランスなどが、現在想定される課題です。 
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第８章 保健医療サービス・福祉サービス等に関する施策との連携（案） 

次期運営方針（案） 現行の運営方針 変更理由等 

趣旨：令和 22（2040）年に向けて生産年齢人口が急減し、85 歳以上人口

が急激に増加していくことが見込まれる中で、地域包括ケアシステム

を市町村や県が、地域の自主性や主体性に基づき、かつ地域の特性に

応じて深化・推進させることが必要となっています。 

県は、従来から広域的な立場から医療提供体制の確保や、保健医療

サービス・ 福祉サービスなどを推進する上で役割を果たしてきたこと

から、医療保険はもとより、保健・介護・福祉分野等の諸施策との連

携した取組を定めます。 

 

 

１ 高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施 

本県総人口に占める後期高齢者（75 歳以上）の割合は、令和５年度の

17.1%から令和 12 年度には 22.8%に増加すると推計されており、高齢化

により医療費は増加することが考えられます。 

そこで、高齢者が可能な限り住み慣れた地域で、自分らしい暮らしを

人生の最期まで続けることができるよう、住まい・医療・介護・予防・

生活支援が一体的に提供される地域の包括的な支援・サービス提供体制

である地域包括ケアシステムの構築は重要であり、保険者である市町村

や県が積極的に推進する必要があります。 

また、「医療保険制度の適正かつ効率的な運営を図るための健康保険法

等の一部を改正する法律（令和元年法律第 9 号）」により、市町村におけ

る高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施について規定が整備され

ました。これにより、高齢者の心身機能の低下等の様々な課題に対し、

きめ細かな支援をするため、福島県後期高齢者医療広域連合と市町村の

趣旨：団塊の世代が後期高齢者となる令和 7 年（2025 年）を目処に、地域

包括ケアシステムの構築を市町村や県が、地域の自主性や主体性に基

づき、かつ地域の特性に応じて作り上げていく必要があるため、医療

保険と保健・介護・福祉分野等の施策等との連携の取組を定める。 

 

 

 

 

 

 

１ 地域包括ケアシステムの構築に向けての連携 

本県総人口に占める後期高齢者（75 歳以上）の割合は、平成 27 年度

12.9%から令和 7 年度には 15.2%に増加すると推計されており、高齢化

により医療費は増加することが考えられます。 

そこで、可能な限り住み慣れた地域において、自分らしい生活を人生

の最期まで送れるよう地域の包括的な支援・サービス提供体制である地

域包括ケアシステムの構築は重要であり、国保保険者として、地域包括

ケアシステムに関する施策との連携を積極的に推進する必要がありま

す。 

また、医療保険制度の適正かつ効率的な運営を図るための健康保険法

等の一部を改正する法律（令和元年 5 月第 9 号）により、市町村におけ

る高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施について規定の整備等が

なされたところであり、着実な事業実施が重要であります。 

そのため、県においては、国保データベース（ＫＤＢ）システムなど

(国)次期運

営方針策定

要領を踏ま

え修正 
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次期運営方針（案） 現行の運営方針 変更理由等 

連携内容を明確化し、市町村における介護保険の地域支援事業や国保の

保健事業を一体的に実施します。 

また、県は、こうした取組を支援するため、専門的見地からの助言や

好事例の横展開、健康・医療の情報基盤である国保データベース（ＫＤ

Ｂ）システム等を活用した保健事業の課題分析や情報提供などを行いま

す。 

 

 

２ 県が策定する保健・医療・介護等の各種計画との整合性 

県は広域的な保険者として、本運営方針と県が策定する以下の計画等

と連携し、保険医療福祉サービスを推進します。 

(1)「第三次健康ふくしま 21 計画」(令和６年度～令和 15 年度) 

(2)「第八次福島県医療計画」（令和６年度～令和 11 年度） 

(3)「第四期福島県医療費適正化計画」（令和６年度～令和 11 年度） 

(4)「福島県地域医療構想」（平成 29 年度～） 

(5)「ふくしま高齢者いきいきプラン 2024（第十次福島県高齢者福祉計

画・第九次福島県介護保険事業支援計画）」（令和６年度～令和８年

度） 

 

 

 

 

  

の健康・医療情報の情報基盤を活用し、各市町村の保健事業の実施に係

る課題の分析や情報提供などの支援を行っていきます。 

 

 

 

 

 

 

２ 県が策定する保健・医療・介護等の各種計画との整合性 

県は広域的な保険者として、本運営方針と県が策定する以下の計画等

と連携し、保険医療福祉サービスを推進します。 

(1) 「第二次健康ふくしま 21 計画」(平成 25 年度～令和 4 年度) 

(2) 「第七次福島県医療計画」（平成 30 年度～令和 5 年度） 

(3) 「福島県地域医療構想」（平成 29 年度～） 

(4) 「第七次福島県介護保険事業支援計画」（平成 30 年度～令和 2 年度） 
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第９章 国民健康保険の健全な運営のための連絡調整（案） 

次期運営方針（案） 現行の運営方針 変更理由等 

趣旨：国保事業の運営を円滑かつ安定的に実施するためには、県、市町村

及び国保連合会等関係機関の連携が重要であることから、関係者間の

協議や意見交換の場に関する事項を定めます。 

 

 

１ 福島県国民健康保険運営協議会の設置 

国保法第 11 条第１項に基づき福島県国民健康保険運営協議会を設置

し、国保事業の運営に関する以下の事項について審議します。 

（1）国保事業費納付金の徴収 

（2）福島県国民健康保険運営方針の作成 

（3）その他国保事業の運営に関する重要事項 

 

２ 福島県市町村国保運営安定化等連携会議の設置 

福島県国民健康保険運営方針の作成、変更、検証、見直し等のための

意見交換及び調整を行うため、連携会議を設置しています。国保事業の

運営を円滑かつ安定的に実施するため、連携会議を定期的に開催し、十

分な議論を行い、意見の集約を行います。 

また、連携会議には次のワーキンググループを設置し、具体的な課題

等について協議します。 

（1）納付金班 

（2）収納対策班 

（3）資格・給付班 

（4）医療費適正化班 

 

趣旨：国保事業の運営を円滑かつ安定的に実施するためには、県、市町村

及び国保連合会等関係機関が協力、連携していくことが重要であるこ

とから、関係者間の意見交換や協議の場に関する取組を定める。  

 

（２から移動） 

２ 運営協議会の開催 

平成 29 年度に設置した運営協議会において、県が処理することとさ

れている重要な事項について審議します。 

(1) 福島県国民健康保険運営方針     

(2) 国保事業費納付金の徴収 

(3) その他国保事業の運営に関する重要事項 

 

１ 福島県市町村国保広域化等連携会議の開催 

国保事務の標準化、効率化、広域化の推進及び医療費の適正化に向けた

取組の充実、収納対策を進めるため、本県の国保運営に当たっての方向性

について県と市町村及び市町村間の意見の調整を行い、円滑な運営を図る

必要があります。 

そのため、引き続き、連携会議を定期的に開催し、十分な議論を行い、

意見の集約を行うこととします。 

 

 

 

 

 

(国)次期運

営方針策定

要領を踏ま

え修正 

 

根拠法令等

を追記 

 

 

 

 

 

名称変更に

伴い修正 

 

 

 

各 WG を追

記 
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次期運営方針（案） 現行の運営方針 変更理由等 

 

（１に移動） 

 

 

 

 

 

 

 

３ 福島県国民健康保険審査会の設置 

国保法第 92 条に基づき国民健康保険審査会を設置し、保険給付に関

する処分又は保険料その他国保法の規定による徴収金に関する処分に対

する不服申立について審査します。 

 

 

４ 福島県国民健康保険団体連合会・保険者協議会との連携強化 

本運営方針に掲げる施策等が円滑に実施できるよう、国保連合会、保

険者協議会及びその他関係団体との連携を図ります。 

 

 

 

 

２ 運営協議会の開催 

平成 29 年度に設置した運営協議会において、県が処理することとさ

れている重要な事項について審議します。 

(1) 福島県国民健康保険運営方針 

(2) 国保事業費納付金の徴収 

(3) その他国保事業の運営に関する重要事項 

 

 

（新規追記） 

 

 

 

 

 

３ その他 

  福島県市町村国保主管課長会議を開催し、情報提供に努める一方、国

保連合会と協力し定期的に地区ごとに意見交換会を開催し、多くの市町

村の意見を県全体の国保運営に反映させます。 

 

 

 

 

 

１に移動 

 

 

 

 

 

 

 

審査会につ

いて新規追

記 

 

 

 

(国)次期運

営方針策定

要領を踏ま

え修正 
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